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要     約 
1． 国の概要 

サモア独立国（以下「サモア」という。）は、首都アピアのあるウポル島とサバイ島という大き

な二つの島とその周辺の小さい島々を合わせた合計 9つの島で構成され、人口は約 19 万人（2014

年）である。ポリネシア圏の独立国の中では 1番大きく、また、14 ヵ国の南太平洋の独立国の中

では、人口も国土面積も 5番目にあたる。 

経済的には、開発援助・海外送金・観光業・農業・漁業に大きく依存している。2014 年の GDP

は約 8 億ドル（1 人当たり約 4,200 ドル）である。国外に居住しているサモア人は国内人口より

多いと考えられ、米国・オーストラリア・ニュージーランドなどが主な居住地である。GDP に占

める割合は第 1次産業 11.2%、第 2次産業 30.2%、第 3次産業 58.6%となっている。主な輸出品は

ヤシ油やタロイモなどの農産品である。観光業は GDP の約 25％を占め、2013 年にはおよそ 13 万

2 千人の観光客がサモアを訪れている。 周囲を海に囲まれた島嶼国であることから、津波やサイ

クロン等の自然災害に対し、脆弱である。近年では 2009 年 9 月のサモア沖地震による津波や 2012

年 12 月のサイクロン・エヴァンによる洪水などの自然災害により人的被害も発生し、経済にも甚

大な影響を与えている。 

2． プロジェクトの背景、経緯及び概要 

大洋州地域に散在する極小な島嶼国は、自然災害に対して極めて脆弱である。本地域では、気

候変動に伴い、今後更なる自然災害の頻発・激甚化が懸念されており、気候変動・防災対策に資

する域内拠点の整備と、関連人材の育成が喫緊の課題となっている。こうした中、同地域では統

合的な地域戦略として、「大洋州気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略（2017～30）」の策定

が諸地域国際機関や UNDP 等を中心に進められている。 

大洋州気候変動センター建設計画（以下「本プロジェクト」という。）の実施機関となる太平洋

地域環境計画事務局（以下「SPREP」という。）は、26 の国と地域（うち、Pacific Island Countries 

（PICs）と称する島嶼国が 14）から成る国際機関で 1993 年に設立され、サモアの首都アピアに

本部を構えている。SPREP は、上記の開発戦略を始め、ドナー機関と連携した気候変動適応策・

緩和策の策定や実施、国際場裡における発言力強化に係る人材育成等、気候変動に対する大洋州

の地域レベルの取り組みを推進する中心機関の一つであり、当該分野において包括的な取組を行

っている。 

近年、同分野に対する国際機関やドナーの支援が活発化し、SPREP の事業量も急増しており、

これに対応する SPREP の職員数も 2010 年から 5年間で約 2倍に増加した。SPREP は今後も気候変

動資金へのアクセス強化や援助調整の促進、関連情報の蓄積・発信、気候変動関連の幅広い分野

における人材育成において大きな貢献が期待されるが、これらを実施するための職員の収容能力

や十分なキャパシティーをもった研修施設が不足しており、施設拡充が急務となっている。 

本プロジェクトは、サモアの財務省及び気候変動対策における同地域の中核機関である SPREP

を実施機関として太平洋気候変動センター（以下「PCCC」という。）を整備し、同機関の機能強化

を図ることにより、人材育成を含めた対策を強化し、地域戦略の実施に貢献するものである。 

  



ii 

3． 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記に基づき、独立行政法人国際協力機構は協力準備調査の実施を決定し、現地調査Ⅰにおい

て 2015 年 5 月 11 日から同月 31 日、6 月 27 日から 7 月 5 日、8 月 25 日から 9 月 3 日、現地調査

Ⅱにおいて 2015 年 10 月 18 日から 11 月 1 日の間に調査団を現地に派遣し、サモア政府関係者及

び SPREP と協議を行うと共に、計画対象地で現地調査を実施した。帰国後、国内解析に基づき概

略設計を行い概略設計概要説明と協議のため2016年 5月 21日から同月26日まで現地で説明を行

い、本準備調査報告書を取り纏めた。 

本無償資金協力は、PCCC を整備することにより、大洋州地域における気候変動対策分野の中核

機関である SPREP の機能強化を図り、同地域における当該分野の人材育成を含めた対策強化を目

的とし、施設の建設および必要な研修等機材の調達を以下の方針に基づき計画することとする。 

(1) 施設の方針 

以下の基本方針に基づき整備計画を策定した。 

 SPREP の個別の事業については、プロジェクトまたはプログラム単位でドナーの支援を受

け実施されるものであり、研修を含めた事業計画については変動性が高い性質を有する。

このため、SPREP の将来研修計画及び人員計画を参照しつつも、将来想定される個々の事

業内容への対応ではなく、予測される事業拡大に対処するための汎用的な施設機能・体制

強化及び汎用機材の整備に主眼に置く。 

 プロジェクトサイト、既存施設の現状を考慮し、SPREP の活動状況及び運営能力に適応し

た規模及び内容とする。 

 環境に配慮した施設計画を行う。 

 既存施設群を含め、機能的な動線計画となる様に配慮する。 

 既存施設を利用しながらの施設建設が想定されることから、工事中の安全対策や振動、騒

音等に配慮する。 

(2) 施設計画 

先方との協議を踏まえ、今後予測される気候変動分野の事業拡大に伴う研修機能の整備及び

SPREP 気候変動局の業務拡大に対応可能な執務環境の整備等を目的として、研修・多目的室、気

候変動対策管理室を主たる機能となる施設とする。 

表ⅰ 計画施設 

棟  名 構造細目 施設内容 延床面積 

太平洋気候変動
センター（PCCC） 

鉄筋コンクリート造 
地上 2階建 

研修・多目的室、気候変動対策管理室、
IT ビジネスセンター、サーバー/デー
タセンター、自家発電機室棟を含む 

1,560 ㎡ 

 

1) 研修・多目的室 

PCCC は大洋州域内の人材育成活動の拠点となることが期待されており、施設に研修機能を盛り

込むことは不可欠である。さらに事業拡大に伴う汎用的な施設機能・体制強化に貢献するとの基

本方針に沿って、研修のみならず、その他会議等も含め様々な活動に利用可能な研修・多目的室
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を整備することとする。 

 研修・多目的室は、将来研修計画や研修以外の活用ニーズ等を総合的に勘案し最大で 90 人収

容可能な規模とした上で、研修・多目的室を 3 等分する位置に可動間仕切りを設け、活動人数に

応じた規模設定が可能な設えとし、汎用性を確保する。 

2) 気候変動対策管理室 

今後予想される気候変動関連事業拡大に伴い、気候変動局（「以下 CCD という」）職員は、気候

変動資金へのアクセス強化や域内の気候変動政策及び事業調整、関連情報の蓄積・発信、気候変

動関連の幅広い分野における人材育成等に係る管理業務等、今後益々幅広い業務を担うこととな

るが、これらを実施可能な執務環境として、CCD の将来人員計画に対応した 54 人規模の気候変動

対策管理室を整備することとする。 

3) 環境デザイン 

人材育成拠点として大洋州域内からの来館者が見込まれる PCCC にあっては、持続可能な開発の

観点で建物自体が環境配慮型施設のモデルとしてデモンストレーション的役割を果たすべきと考

えられることから、先方の要望に応え、本プロジェクトでは、メンテナンス性や費用対効果に留

意しつつ、環境デザインを積極的に採用する方針とする。 

環境デザインは、建物の構成や窓の位置等を工夫することで省エネルギー効果を期待するパッ

シブデザインと太陽光パネル等のエネルギー創出可能な機材やエネルギー削減効果のある設備機

器を導入するアクティブデザインに大別される。本プロジェクトで採用した環境デザインの概要

を下表に示す。 

表ⅱ 本プロジェクトで採用する環境デザイン 

1. パッシブデザイン 

番号 手法 内容 

1-a 自然換気 十分な開口部サイズと開口計画で自然換気を促進する。 

1-b 高断熱化 壁・屋根の断熱性能を十分に確保する。 

1-c 昼光制御 直射日光を遮りながら、間接光を利用する。 
2. アクティブデザイン 

番号 手法 内容 

2-a 太陽光パネル PCCCの屋根に設置する。 

2-b LED照明 長寿命・高効率の照明器具を使用する。 

2-c 節水型トイレ 節水型トイレを設置する。 

2-d 雨水貯留槽 PCCCの屋根からの雨水を収集する。 

2-e 太陽光モニタシステム 
太陽光パネルからの発電量とSPREPでの電気使用量を記録し、

ディスプレイで示す。 

2-f 照明制御システム センサーで人工照明を制御する。 

2-g 嫌気性排水処理システム 酸素の無い中で微生物が排水を分解するシステムを導入する。

 

4) 機材選定の方針 

サモア側から要請された機材は、主に研修・多目的室、気候変動対策管理室、 サーバー／デー

タセンター、IT ビジネスセンターに設置される。本プロジェクトにおいては、以下の基本的な選

定方針により、支援対象機材を選定した。 



iv 

 一般的な研修施設として備えるべき機材（汎用性）。 
 機材保守管理上の技術的かつ財務的な実行可能性。 

5) 機材計画 

本計画において調達する主要機材は以下の通りである。 

表ⅲ 主要な計画機材 

分類（設置場所） 機材名 用途 数量

研修・多目的室 

電子黒板 研修でのプレゼンテーション等に使用。 3 

プロジェクター 〃 3 

収納式電動スクリーン 〃 3 

高性能コンピューター 
データ分析全般、研修教材作成等に使
用。 

1 

気候変動対策管理室 プロッター 研修教材等の作成に使用。 1 

サーバー/データセン
ター 

データストレージ（サー
バー用） 

収集・解析した各種データ（デジタル情
報）の記憶/保存に使用。既存のサーバ
ーと接続して活用。 

1 

IT ビジネスセンター 普及型コンピューター 研修員等の自習用に使用 6 

 

4．プロジェクトの工期及び概略事業費 

契約書に署名後、日本国政府の認証を得て、請負業者は施設建設工事及び機材工事に着手する。

本計画の施設規模と現地建設事情より、建設工事及び機材調達・据付工事及び操作指導は合わせ

て約 13.5 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、サモア側関係機関の迅速な諸手続

きや審査、円滑なサモア側負担工事の実施が前提となる。概略事業費は日本国側負担経費が 9.82

憶円。サモア側負担経費は 12.7 百万円である。 
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表ⅳ 業務実施工程表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5．プロジェクトの評価 

(1) 妥当性  

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当性が認め

られる。 

1) プロジェクトの裨益対象 

SPREPにおける研修活動は加盟する26の国と地域を対象に行われており、大洋州の全域（ハワイ

を除く）をカバーしている。研修プログラムには、各国からの代表者がそれぞれ2～3名ずつ参加

するのが通例となっているため、本プロジェクトの裨益対象はこれらの国・地域の政府及び国民

であると言える。このように、裨益対象が広範に及ぶことから本プロジェクトの妥当性が高いと

認められる。 

2) 我が国の援助政策・方針との整合性 

我が国は、2012 年開催の第6 回太平洋・島サミット（PALM 6）で採択された「沖縄キズナ宣言」

の中で、「環境・気候変動」並びに「自然災害への対応」を協力の柱として位置付けられ、気候変

動及び防災セクターへの支援表明、また2015年開催の第7回太平洋・島サミット（PALM 7）で採択

された「福島・いわき宣言」では、気候変動に対する包括的かつ長期的なアプローチの必要性が

強調された。これに対し、我が国はSPREPと協働して包括的な支援を実施する意図を示し、PCCC

の整備等や、太平洋地域全体に対する気候変動への人材育成と能力強化支援に言及している。本

（現地調査）

（現地調査）

（国内作業）

（現地作業）

（国内作業）

（入札/国内作業）

＜建設工事＞
（工事準備）

（基礎工事）

（躯体工事）

（設備工事）

（内外装工事）

（外構工事）

（検査・手直し）

＜機材工事＞
（輸送）

（据付・調整）

15
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・
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計13.5ヶ月

土工事・基礎工事

上部躯体工事

7 8 9 10 11 121 2 13 143 4 5 6
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設

計

・

入
札

136 14

計8ヶ月
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件はこれに合致するものである。さらに、我が国は2015年12月のCOP21においても、2020年までに

官民あわせて年間約1兆3千億円の気候変動関連の途上国支援を達成するという数値目標を表明し

ており、本プロジェクトの実施はこの方針と一致するものである。また、外務省の対サモア国別

援助方針の重点分野における「気候変動対策」及び、大洋州地域JICA国別分析ペーパーでは協力

の重点分野「環境保全」及び「防災」にも合致している。 

(2) 有効性  

以下に本プロジェクトの実施により期待される目標値を示す。 

1) 定量的効果 

表ⅴ 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2015 年実績値） 
目標値（2021 年） 
【事業完成 3年後】 

研修・多目的室の稼働率（％） 0％ 61％ 

PCCC のデモンストレーショ
ン効果の裨益者数（人/年） 

1) 0 人/年 1) 1400 人/年＊1 
(SPREP 本部に来館する研修者数) 

 2) 0 人/年 2) 23,000 人/年＊2 
(SPREP が運営する気候変動関連ポー
タルサイトへの訪問者数) 

＊1： 

A) PCCC を研修で利用をすることにより、PCCC の環境デザインを体験・学習する人数は 708 人/年である。 

B) TEC の研修参加者が、PCCC を訪問することで、PCCC の環境デザインを体験・学習する人数は 685 人/年である。 
＊2： 

SPREP が運営する気候変動関連ポータルサイト（Pacific Climate Change Portal）に、PCCC の環境デザイン情報を掲載する

ことで、当該ページを訪問し PCCC の環境デザインを学習する人数 

Pacific Climate Change Portal の年間訪問者数は、23,000 人。同サイトのトップページに PCCC の環境デザイン情報を掲載

することで、同サイトの年間訪問者数が直接学習者数となるものと想定する。 

2) 定性的効果 

PCCC の建設により以下の効果が期待される 

 気候変動に対する地域的な取り組みに関する SPREP の情報蓄積・発信能力の向上 

 気候変動分野における SPREP のドナー連携能力の強化 

 SPREP 及び加盟国による気候変動資金の活用促進 

（案件形成等の能力向上により、気候変動資金の活用が促進される。） 
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図 ⅰ サモア国全体図、及び SPREP 位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

図 ⅱアピア市街地図 

アピア市街地 
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図 ⅲ鳥瞰イメージ（南側） 

 
図 ⅳ 建物北側イメージ 



 

写  真 

 
  

写真-1： 建設予定地。右手奥に見える建物
は D 棟。手前に見える倒木等はサモア側負
担にて撤去予定。 

写真-2： SPREP 本部敷地内の既存建物。
2000 年に建設され、定期的に塗装等のメン
テナンスが行われている。 

  

 

写真-3：既存建物の標準的な執務室。各個
人が別々のプロジェクトを担当しているた
め、各個人毎にブースで仕切られている。

写真-4： 既存執務室内の標準的なブースの
使用例。メインの机の周囲には個人用の棚・
作業用机・PC などが置かれている。 

  

写真-5： 我が国が 2000 年に供与した訓
練・教育センター（TEC）。その他の既存
棟と同じく定期的なメンテナンスが行われ
ている。 

写真-6： TEC の研修室（50 人室）。 
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第 1 章 プロジェクトの背景・経緯  

1-1 当該セクターの現状と課題  

1-1-1 現状と課題  

産業革命以降の二酸化炭素（CO2）など温室効果ガスの排出増加により、人為的な要因による気

候変動が進んでいる。国連の「気候変動に関する政府間パネル」（IPCC）が 2013 年 9 月に発表し

た第 5次評価報告書（第 1作業部会報告書）によれば、1880 年～2010 年において世界の平均地上

気温が 0.85℃上昇しており、地球温暖化は疑う余地がないと断定された。このような地球規模の

環境の人為的変化に対し、国際社会は強調して対策にあたる必要がある。2015 年 12 月にパリで

行われた気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（UNFCCC-COP21）においては、京都議定書に続く

2020 年以降の新しい温暖化対策の枠組みが議論され、「パリ協定」が採択された。このパリ協定

では 産業革命以降の世界の気温上昇を 2 度未満に抑えるという共通目標が設定され、世界 196

の国・地域すべてが参加する初の温室効果ガス削減の取り決めとなった。 

大洋州地域に存在する島嶼国においては、全世界の二酸化炭素排出量に占める割合はわずか

0.03％であるにも関わらず、地球温暖化による国土の水没や気象災害の被害の甚大化などの恐れ

があり、気候変動に対して特に脆弱である。このため、大洋州諸国は「気候変動取組のための大

洋州島嶼国枠組（2006～2015）」や「大洋州災害リスク削減管理行動枠組（2005～2015）」などを

策定し、協力して課題に対応している。また、この 2 つを統合した新たな枠踏みとして「大洋州

気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略（2017－2030）」の策定が諸地域国際機関や UNDP 等を

中心に進められている。 

太平洋気候変動センター建設計画（以下「プロジェクト」という。）の実施機関となる太平洋地

域環境計画事務局（以下「SPREP」という。）は、26 の国と地域（うち、Pacific Island Countries 
（PICs）と称する島嶼国が 14）から成る国際機関で 1993 年に設立され、サモア独立国（以下「サ

モア」という。）の首都アピアに本部を構えている。SPREP は、上記の開発戦略を始め、ドナー

機関と連携した気候変動適応策・緩和策の策定や実施、国際場裡における発言力強化に係る人材

育成等、気候変動に対する大洋州の地域レベルの取り組みを推進する中心機関の一つであり、当

該分野において包括的な取組を行っている。 

(1)  SPREP における研修活動の概要 

SPREP では、主に太平洋諸国地域における環境問題に対応するための能力強化を目的として、

気候変動を含む 4つの重点分野において、様々な研修活動を行っている。その研修活動の主な実

施場所は、2000 年に我が国の無償資金協力で建設された訓練・教育センター（以下「TEC」とい

う。）であるが、この他、収容人数不足のためホテルなどの外部施設で開催する場合や、加盟国

からの要請によりサモア以外の国で開催する場合もある。 

研修形式は、レクチャー形式、ワークショップ形式、コンピューターを使った実習形式など、

テーマにより様々である。SPREP で行われる研修活動は、同じ内容を毎年ルーティーン的に開催

するのではなく、実施中のプロジェクトの成果の普及や、気候変動に関する国際連合枠組み条約

（UNFCCC）や生物多様性条約（CBD）にかかる締約国会議（COP）などの大きなイベントの開催に

合わせた交渉戦略の事前協議など、その時々の必要性に応じて開催されるため、年によって研修
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内容や研修規模、開催件数は異なる。こうした SPREP での研修活動の取り組みの結果、COP21 で

はマーシャル諸島をはじめ島嶼国が歴史的な合意の達成に主導的な役割を果たし、これらの国々

が国際交渉の場で存在感を増したことが強く印象づけられる等の成果が確認されており、太平洋

諸国における気候変動分野での全体的な戦略策定能力や交渉力の強化に大きく貢献している。 

(2) 近年の SPREP の研修傾向 

近年、SPREP が実施した研修の規模毎に延べ日数を集計したものを表 1-1（別紙、その他資料・

情報に添付する）に示した。表中では、20 人以下の小規模な研修数の増加傾向が顕著である。こ

れは、一方的に知識を伝達するよりも、各国の経験を持ち寄り情報共有・交換を行うワークショ

ップ形式の研修活動のニーズが増している近年の傾向を反映しているものと読み取れる。 

また、研修開催場所ごとの研修開催延べ日数の経年変化を図 1-1（別紙、その他資料・情報に

添付する）に示す。研修の延べ参加者人数は 2012 年に一時的に大きく突出しているが、2010 年

から 2014 年の 5年間の実績を見る限り増加傾向にあるといえる。2012 年から 2014 年にかけて減

少傾向が続いているが、これは、受注したプロジェクトの関係による一時的なものと考えられる。

COP21 における 2020 年以降の途上国への資金支援にかかる決定や、GCF への 100 億米ドルを超え

る拠出額を見ると気候変動関連プロジェクトに大きな推進力を与えることが期待でき、SPREP に

おける研修活動は更に増加傾向に向かうと考えられる。 

研修開催場所別にみると、他の開催場所における研修開催日数がほぼ平行に推移しているのに

対し、SPREP の施設である TEC での研修開催延べ日数は 2010 年から 2014 年の間で約 5倍に増加

している。上述した気候変動関連プロジェクトの増加見通しと考え合わせると、SPREP 施設内で

の利用日数も増加が予測される。 

(3) SPREP における将来研修計画 

SPREP では、2017 年以降の 5ヵ年で、年間延べ日数 531.5 日、2014 年比で 46%増の研修の実施

を計画している。将来計画における研修活動の開催数、開催場所、規模を計画実施の確度毎に分

けた表を表 1-2（別紙、その他資料・情報に添付する）に示す。表 1-1 で示した近年の傾向と比

較し、全体の研修予定数に対して、参加者が 50 名を超える中～大規模な研修の割合が高まること

が読み取れる。 

Confirmed と Committed は、2015 年の現地調査時点で、SPREP が開催の意向を固めている研修

である。ただし、Confirmed は既に資金が確保されているもの、Committed は今後ドナー等に対し

て資金調達を申請する必要があるものを指す。Other Priority に関しては、企画段階であり、具

体的な開催目処のない研修計画である。このように SPREP の研修は、プロジェクトまたはプログ

ラム単位でドナー機関の支援を受けて担保されるものであるが、(2)に既述した通り、気候変動分

野における近年の国際情勢を鑑みると、今後も各ドナーによる気候変動対策への投資の優先度は

高まると期待される。さらに SPREP は 2015 年に緑の気候基金（以下「GCF」という。）の地域実

施機関に指定され、同基金からの資金提供の大幅な増加が見込まれており、これに対応するため

SPREP の気候変動局の活動も活発化する見通しである。現時点で計画されている気候変動関連及

びその他の分野の研修プログラムの内容を表 1-3（別紙、その他の資料・情報に添付） SPREP 研

修計画（2016～）に示す。 
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1-1-2 開発計画  

2015 年に期限を迎える予定であった「気候変動取組のための太平洋諸島枠組（2006－2015）と

「太平洋災害リスク削減管理行動枠組み」が、2015 年 9 月の大洋州フォーラム会議において、両

枠組みの 1年間の期限延長が決議された。さらに、この二つを統合した新たな枠組みとして、「大

洋州気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略（2016～）」の策定が諸地域国際機関や UNDP 等を

中心に進められている。 

(1) 気候変動取組のための太平洋諸島枠組（2006～2015） 

この枠組は、2005 年の SPREP の総会及び太平洋フォーラム会議にて各国首脳により承認、その

後 2010 年に中間評価が行われ、その結果に基づき 2010 年に改定された。その内容は、以下の 6

つのテーマに沿って、メンバー各国の達成すべき目標、地域全体で達成すべき目標が定められて

いる。 

1．確実かつ現実的な適応策の実施 

2．政策決定とガバナンス向上 

3．気候変動に関する知識の向上 

4．教育、人材育成、意識向上 

5．温室効果ガス排出削減 

6．パートナーシップと連携の促進 

(2) 太平洋災害リスク削減管理行動枠組（2005～2015） 

太平洋災害リスク削減管理行動枠組（2005～2015）は、2005 年の太平洋地域災害対策会議及び

太平洋フォーラム会議にて各国首脳により承認された。そして南太平洋応用地球科学委員会

（SOPAC）事務局が主管となり、自然災害リスクに対する太平洋島嶼国の脆弱性を認識し、災害リ

スク削減を政策に反映、また地域全体として災害対応能力を向上させるものである。この活動計

画は以下の 6つのテーマに分類されている。 

1．ガバナンス、組織的政策及び意思決定枠組み 

2．教育、研究、情報整備、意識向上 

3．災害リスク、脆弱性の分析 

4．効果的な防災、災害対応、及び復興 

5．効果的かつ包括的な早期警報システム 

6．リスク要因の軽減 

(3) 大洋州気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略（2017～2030） 

現地調査で入手した草案によると、この開発戦略の内容は図 1－2に示されているとおり、①気

候変動災害への強靭性を高めるための統合的リスクマネジメントの強化、②低炭素開発、③防災・

災害対応・復旧能力の強化、の 3 つの目標を掲げ、この達成のためにガバナンス、パートナーシ

ップ、コミュニケーション、資源動員が重要としている。特に資源動員においては、強靭性の構

築のために国家、地方政府、関係省庁等の様々な人材の能力開発が不可欠であることを強調して

いる。また、関係者を①各国政府及び関連機関、②地域・市民、③民間セクター、④域内国際機
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関・開発ドナー等の 4つのグループに分け、それぞれの果たすべき役割を規定している。 

気候変動対策と災害対策には重複する点も多いことから、上記（1）と（2）を統合することに

より、より効率的かつ包括的な枠組みとなることが期待されている。この草案は、各国政府から

のコメント等を反映させた上で、2016 年の大洋州フォーラム会議にて承認される見込みである。 

 

出典：Strategy for Climate and Disaster Resilient Development in the Pacific (SRDP) DRAFT 18 June 2015 

(Version 17) 

図 1-2 大洋州気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略の概念図 

（図中の椰子の葉の部分は戦略の 3つの達成目標を表し、幹の部分はそのための達成手段を現している。さらに、

根の部分は多様なステークホルダーによる協力が椰子の木の成長（＝目標の達成）のために必要であることを示

している。） 

1-1-3 社会経済状況  

SPREP のホスト国であるサモアは、首都アピアのあるウポル島とサバイ島という大きな二つの

島とその周辺の小さい島々を合わせた合計 9 つの島で構成され、人口は約 19 万人（2014 年）で

ある。ポリネシア圏の独立国の中では 1 番大きく、また、14 ヵ国の南太平洋の独立国の中では、

人口も国土面積も 5番目にあたる。 

経済的には、開発援助・海外送金・観光業・農業・漁業に大きく依存している。2014 年の GDP

は約 8 億ドル（1 人当たり約 4,200 ドル）である。国外に居住しているサモア人は国内人口より

多いと考えられ、米国・オーストラリア・ニュージーランドなどが主な居住地である。GDP に占

める割合は第 1次産業 11.2%、第 2次産業 30.2%、第 3次産業 58.6%となっている。主な輸出品は

ヤシ油やタロイモなどの農産品である。観光業は GDP の約 25％を占め、2013 年にはおよそ 13 万

2 千人の観光客がサモアを訪れている。 周囲を海に囲まれた島嶼国であることから、津波やサイ

クロン等の自然災害に対し、脆弱である。近年では 2009 年 9 月のサモア沖地震による津波や 2012
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年 12 月のサイクロン・エヴァンによる洪水などの自然災害により人的被害も発生し、経済にも甚

大な影響を与えている。このようなことから、激甚化する気象災害に対し強靭性の高い社会シス

テムを構築することが、サモア国開発計画（Strategy for the Development of Samoa 2012 – 2016）

の中でも目標として強調されている。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要  

近年、大洋州地域では気候変動分野に対するドナー支援が活発化し、SPREP の事業量も急増し

ている。太平洋諸国首脳は協力して気候変動に対応する必要性を強く認識しており、同地域にお

ける気候変動対策の中核機関である SPREP には、今後も気候変動資金へのアクセス強化や援助調

整の促進、関連情報の蓄積・発信、気候変動関連の幅広い分野における人材育成において大きな

貢献が期待されている。しかし、SPREP では、これらを実施するための職員の収容能力や十分な

キャパシティーをもった研修施設が不足しており、施設拡充が急務となっている。 

このようなことから、2012 年の SPREP 会議において、「太平洋気候変動センター」（以下、PCCC

という）の設立及びそのための資金協力を日本政府に要請することが決議された。2013 年にマー

シャル諸島で開催された太平洋諸国リーダー会議においても、同様の提案が可決された。その結

果、2013 年にサモア政府を通じて正式な要請書が日本政府に対し提出された。 

1-3 我が国の援助動向  

我が国は SPREP 加盟国ではないものの、これまで SPREP に対し継続的な支援を行ってきた。実

施中及び実施済みのプロジェクトは以下のとおりである。 

表 1-4 SPREP に対するわが国の援助実績一覧 

協力内容 実施年度 案件名 概要 

無償資金協力 
2000- 
2002 年 

南太平洋地域環境プ
ログラム訓練・教育セ
ンター建設計画 

環境分野全般にかかる研修等の
実施を目的とした訓練・教育セ
ンターの建設と関連機材の供与 

技術協力プロジ
ェクト 

2010- 
2016 年 

大洋州地域廃棄物管
理改善支援プロジェ
クト 

大洋州島嶼国の廃棄物管理にか
かる総合的基盤（人材と制度）
の強化にかかる支援 

専門家派遣 
2015- 
2017 年 

大洋州気候変動アド
バイザー 

気候変動対策の強化へ向けたア
ドバイスの提供 

 

1-4 他ドナーの援助動向  

他ドナーによる SPREP に対する気候変動分野の援助実績は、表 1-5（別紙、その他資料・情報

に添付）のとおりである。プログラム及びプロジェクトベースで多数の支援が行われているが、

他ドナーによる地域支援の調整機関としての SPREP の役割を勘案すると、この援助実績は SPREP

の域内における貢献の実績と言える。中でも特に「大洋州生態系に基づいた気候変動適応プログ

ラム」、「村落の脆弱性評価と気候変動適応プロジェクト」は注目度が高く、大洋州島嶼国にお

ける初の試みを推進し、コミュニティレベルの適応能力向上に貢献している。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況  
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第 2 章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制  

本プロジェクトはサモアからの要請に基づき実施するものであるが、我が国がサモアに供

与する PCCC はサモア政府から SPREP に貸与され、SPREP が運営・維持管理・活用する

ことになる。 
本プロジェクトの責任官庁はサモア政府財務省であり、実施機関は同省及び SPREP となる。

事業実施段階では、財務省はコンサルタント契約及び工事契約の契約当事者となり、事業に係る

免税措置、支払い授権書の発出、工事契約等の支払いで生じる銀行手数料の支払い等を行う。

SPREP は、建設地の準備、開発許可や建築許可の取得、日本側協力事業に含まれない家具等の調

達等を行う。 

2-1-1 組織・人員  

(1）SPREP の組織 

図 2-1 のとおり、SPREP は 4 つの課題別の部局と組織管理局から構成されている。4つの課題別

部局は生物多様性/生態系保全、気候変動、環境モニタリング/ガバナンス、廃棄物・汚染対策で

あり、それぞれの課題別プロジェクトまたはプログラムを実施している。組織管理局は、情報管

理、広報、財務、モニタリング評価、IT、人事といった組織運営にかかる業務を実施している。

施設の維持管理は組織管理局の施設サービス担当官が行っている。機材の維持管理を専任とする

職員は特に配置されていない。 

監査
委員会

事務局長

副事務局長

内部監査
局長 局長 局長 局長

生物多様性／
生態系保全

気候変動
環境モニタリング
／ガバナンス

廃棄物
汚染対策

組織管理

希少種 科学政策 ガバナンス 汚染 広報

沿岸海洋 適応
環境モニタリン
グ／ 計画

有害廃棄物 情報管理

生態系適応 IT

人事

移入種 緩和 廃棄物 財務

生物多様性
太平洋

気候変動
モニタリング

評価

 

図 2-1 SPREP 組織図  
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(2）気候変動局の組織 

気候変動局（以下「CCD」という）の組織は、局長のもと、適応、科学政策、緩和、太平洋気候

変動の 4つの副局で構成されている。2015 年現在、33 のポストがあり、各ポスト 1名ずつ配員さ

れている。CCD の組織は、8つのポストに空席が見られるが、常時募集がかけられており、採用次

第補員されることになる。 

(3）SPREP の人員 

2015 年の現地調査時点で、SPREP には 86 名の職員が在籍している。これに、その他人員（出向

職員、一時雇用職員、コンサルタント、インターン及び他機関所属者）を含めると、112 名にな

る。うち、CCD は職員が 16 名、その他人員が 9名で計 25 名である。 

また、過去 5年間の職員数の推移を以下のグラフに示す。全職員数は増加傾向にあり、2010 年

から 5年で 1.95 倍に増えていることが下のグラフから見ることができる。SPREP の組織は、2012

年に改編され、同年に CCD が独立した部局となった。同局職員数は 20 名前後で推移している。 

 

 

出典：SPREP 提供資料に基づき調査団作成 

図 2-2 SPREP 職員数の推移（2010 年-2015 年） 

2-1-2 財政・予算  

SPREP の収入源は図 2-3 のとおり、主に加盟国からの拠出金、及び国際機関・ドナーが支援す

るプログラム資金の二本立てとなっている。2014 年の加盟国からの拠出額（2015 年拠出金は、現

時点で未発表）は表 2-1 のとおりである。プログラム資金は、プログラム収入とプログラム管理

費として計上されている。主にプログラム収入が 4 つの課題部局の予算に計上され、それ以外は

組織管理局の予算として計上される。なお、施設・機材の維持管理費は、プログラム管理費から

拠出されている。 
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出典：SPREP Annual Report 2014 

図 2-3 SPREP の収入内訳（2014 年） 

 

表 2-1 SPREP 加盟国及び年間拠出額（2014 年） 

 加盟国・地域 年間拠出額（米ドル） 

1 米領サモア 10,184 

2 オーストラリア 185,106 

3 クック諸島 10,214 

4 ミクロネシア連邦 10,184 

5 フィジー 20,265 

6 フランス 268,399 

7 仏領ポリネシア 20,360 

8 グアム - 

9 キリバス 10,180 

10 マーシャル諸島 10,184 

11 ナウル 189,181 

12 ニューカレドニア 21,202 

13 ニュージーランド 134,202 

14 ニウエ 10,209 

15 北マリアナ諸島 - 

16 パラオ - 

17 パプアニューギニア - 

18 サモア 20,340 

19 ソロモン諸島 20,390 

20 トケラウ 10,184 

21 トンガ - 

22 ツバル 10,184 

23 イギリス連邦 134,202 

24 アメリカ合衆国 210,000 

25 バヌアツ 19,629 

26 ウォリス・フツナ 17,801 

 拠出額合計 1,342,600 

出典：SPREP Annual Report 2014 

SPREP 全体及び CCD の過去 5年間の決算額の推移は表 2-2 及び表 2-3 のとおりである。SPREP 全

体支出は、2010 から 2015 年の 5 年間でほぼ倍増している。一方、CCD の支出は、2015 年に落ち

込みが見られるが、既述のとおり、SPREP の課題部局の予算は、主としてドナーが支援するプロ

7%
5%

81%

5%

1%1%
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プロジェクト管理費

プロジェクト経費

国際機関・ドナー

繰越金

その他
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グラム資金から成るという性質上、同年に複数の大規模案件が終了したことが直接影響している。

しかし、GCF の地域実施機関としての位置付けから同基金より大幅な資金提供、パリ協定に基づ

く気候変動資金の動員が予測されることを勘案すると、気候変動分野の今後の事業拡大は十分見

込まれる。 

 

表 2-2 SPREP 決算額の推移（2010 年～2015 年） 

SPREP の全体決算額 
2010 2011 2012 2013 2014 2015 

USD USD USD USD USD USD 

人件費 4,057,586  4,552,265 4,991,842 5,964,126 6,894,020  6,196,311

機材購入費 80,186  55,907 211,278 362,520 532,774  31,533

運営費 1,761,328  2,079,111 2,798,936 2,956,462 4,951,238  6,572,774

会議費 1,288,757  2,058,322 1,692,338 2,020,625 1,103,202  440,110

研修費 1,104,928  649,203 1,066,855 1,226,429 2,538,867  1,808,939

加盟国への支払い 511,688  2,196,272 3,218,500 4,312,903 4,446,243  2,296,674

合計 8,804,473  11,591,080 13,979,749 16,843,065 20,466,344  17,346,341

出典：SPREP 提供資料 

 

表 2-3 CCD の決算額の推移（2012 年～2015 年） 

気候変動局決算額 
2012 2013 2014 2015 

USD USD USD USD 

人件費 1,121,705 1,436,869 1,413,279  1,116,584 

機材購入費 17,227 67,339 81,358  1,842 

運営費 984,920 666,807 2,021,140  1,911,452 

会議費 518,828 935,574 613,608  70,104 

研修費 406,082 517,471 1,306,262  896,218 

加盟国への支払い 2,692,974 3,573,829 3,283,197  893,019 

合計 5,741,736 7,197,889 8,718,844  4,889,219 

出典：SPREP 提供資料 

2-1-3 技術水準  

2000年に完成したTECにおいて、使用開始から15年を経過した現在でも良好な状態が保たれてお

り、施設や機材の維持管理についてSPREPは十分な技術水準に達していると判断される。 

施設を利用して実施される研修活動についても、CCDの職員のほとんどが修士号以上の学歴を

有していることから高い専門性を持ち、また、これまでに各ドナーより資金を調達し多種多彩な

気候変動対策プログラムを実施してきたことから、プロジェクト管理、研修運営についても高い

技術水準を持ち合わせていると言える。 

2-1-4 既存施設・機材  

(1) 既存施設 

1) 既存施設配置 

2000 年に建設された SPREP 本部施設は、アピア市街地から南方 5km 標高 220m に位置する。同

敷地内には、2000 年に我が国が供与した TEC も立地しており、図 2-4 に示す施設配置となってい

る。本部敷地への主出入り口は、本部敷地南側の前面道路アベレ通り沿いに設けられており、A

棟と B 棟間のホールが建物正面玄関となっている。ここから、屋根付きの渡り廊下を介して、各
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棟に連絡することができる。敷地は、南から北に向かって緩やかな斜面となっている。 

  

図 2-4 既存施設配置図 

2) 事務室使用状況 

各棟の事務室の使用人数及び占有する主な部局は、表 2-4 に示す通りである。2015 年 7 月時点

で、全職員 112 名に対して、他国常駐者1を除く 108 人がサモアの SPREP 本部に勤務している。職

員の増員に伴い、当初 1人用として計画されていた事務スペースを現在 2～3人で使用せざるを得

ない状況となっている。今後も、職員の増員が予定されていることから、現状の事務室のみでは、

更なる不足が予想される。 

 

表 2-4 事務室使用状況 

既存施設 現状職員数 定員 主に占有する部局 

A 棟 6 4 組織管理 

B 棟 14 12 組織管理・環境モニタリング 

C 棟 19 12 組織管理 

D 棟 17 8 気候変動 

E 棟 14 11 生物多様性生態系保全 

F 棟 20 12 廃棄物汚染対策 

TEC 事務室 1 4 9 組織管理 

TEC 事務室 2 8 5 組織管理・気候変動 

TEC マルチメディア作成室 1 - 生物多様性生態系保全（UNEP）

TEC 受付・研修準備室 1 - 組織管理 

情報センター棟 4 4 組織管理 

出典：調査団聞き取り 

3) TEC 

TEC に計画された諸室（大研修室、コンピューター研修室、小研修室、地図作成室等）はすべ

て定常的に利用されていた。サーバー室においては、SPREP 本部全体のサーバーが TEC サーバー

                                                  
1 ソロモン諸島、フィジー、マーシャル諸島、ミクロネシアにそれぞれ常駐スタッフが 1名ずつ配置されている。 
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室に配置され飽和状態となっており、将来的なサーバー増設に対応できる空きスペースはない。 

4) 維持管理状況 

施設サービス担当官が年間維持管理計画を策定の上、維持管理を実施していることから、施設

の維持管理状況は良好である。近年の主な改修工事履歴は表 2-5 の通りである。 

表 2-5 過去 3年間の既存施設改修工事履歴 

対象 時期 内容 

B 棟 2013 年 東側の倉庫、便所をオフィスへの用途変更改修 
B 棟 2014 年 窓取り付け改修 
C 棟 2015 年 ダクト式空調をパッケージ型の個別空調システムに改修 
D 棟 2014 年 ダクト式空調をパッケージ型の個別空調システムに改修 
E 棟 2015 年 ダクト式空調をパッケージ型の個別空調システムに改修 
F 棟 2014 年 ダクト式空調をパッケージ型の個別空調システムに改修 
G 棟 2014 年 カウンターと椅子を更新 
TEC 2013 年 外壁塗装の塗替工事 
TEC 2013 年 パッケージ型個別空調機の追加 

出典：調査団聞き取り 

(2) 既存機材 

既存機材の概要は以下のとおり。 

 2000 年に実施された無償資金協力で調達した PC 及び周辺機材は、すでに独自の予算や他の

プロジェクトにより更新されている。 

 CCD が現在保有する機材の概要は下表 2-6 に示す通りである。既存機材はほとんどがパソコ

ンで、全て調達後 2 年を経過しそのうち半数は 3 年を経過しており、使用可能状態である

ものの老朽化のため、近々更新が必要と報告されている。他にはプロジェクター、コピー

機とプリンターが各 1 台稼動しており、プリンター等で時折不具合が生じているが、必要

に応じて修理対応を行っている。 

表 2-6 既存機材の概要 

№ 機材名 可動 故障 
故障/老朽化により更新が

必要 

1 パソコン（ノート型） 22 3 25 

2 プロジェクター 1 0 0 

3 デジタルコピー機 1 0 0 

4 プリンター 1 0 1 

出典：SREPP 質問書回答 

 既存のサーバーシステムは、将来の規模拡張に対応可能な容量は有していない。 

 SPREP の調達方針によると、PC 類の耐用年数は 3 年が基本であり、付保されている保証期

間は 3 年となっている。サモア国内の代理店で交換部品の入手・修理が困難なものは、そ

の機材をニュージーランドの代理店に送付し対応している。 

 その他、家具等の維持管理は良好である。 
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2-2 プロジェクトサイト及び周辺の状況  

2-2-1 関連インフラの整備状況  

(1) 電力供給 

敷地南側前面道路アベレ通り沿いを通る高圧電線は22KVでSPREP敷地内にある既存の変圧器容

量は 500KVA である。既存施設全体の最大需要電力は約 110KVA であり、本プロジェクトの需要電

力を勘案しても、十分な容量を有していると言える。電圧は±5％で比較的安定している。停電時

のバックアップ電源として、88KVA の非常用発電機が設置されている。 

サモアにおける発電種別は、概ね火力発電 66%、水力発電 31%、太陽光発電 3%、風力発電 0.06%

の割合となる。この内、太陽光発電については、8MW 程度が系統連携している。 

(2) 通信 

敷地内の通信配線は E棟に集約された後、TEC の 2F のサーバー室に接続されている。電話シス

テムは、IP 電話を採用しており、116 セットの電話機が設置されている。 

(3) 給排水 

1） 給水 

敷地内にはコンクリート製受水槽（容量約 5㎥）が 2台と、樹脂製受水槽（容量約 10 ㎥）が 1

台設置されている。市水の供給量は安定しておらず不定期に断水が生じているため、樹脂製受水

槽を増設した経緯がある。 

2） 排水 

南側前面道路から北側にかけて緩やかな斜面となっており、前面道路には雨水排水路が整備さ

れていないことから、雨水が敷地北側へ流れ込んでいる。集まった雨水が建物側に流れ込まない

ように、敷地内の外構に雨水を誘導する簡易な排水路を一部設けて対策している。 

汚水については、敷地内に設置された 2基の腐敗槽で処理された後、敷地内で浸透処理されて

いる。 

(4) ごみ処理 

ごみは敷地南西に設置された集積所に集められた後、1週間に 1回の頻度で専門業者により回

収されている。ゴミの分別が行われており、資源ゴミ（プラスティック、缶）とそれ以外に分け

られている。 
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2-2-2 自然条件  

(1）気象条件 

アピア市は熱帯性気候に属し、年間平均気温 28℃、平均湿度 76%

と高温多湿である。一般的には、11 月～4 月が雨季と言われている

が、開始・終了時期は年毎に異なる。風向きは、南風から東風が卓

越している。アピア市の 2015 年の気象データを図 2-5、表 2-7 に示

す。 

出所 Weather Online 

図 2-5 アピア市の風向（2015 年） 

表 2-7 アピア市の気温・降水量・湿度・風速（2015 年） 

 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

平均最高気温（℃） 31.5 31.7 31.9 32.2 32.0 31.6 31.5 30.8 31.1 31.4 32.2 31.8

平均最低気温（℃） 25.2 25.2 25.1 24.5 24.6 23.7 23.1 23.0 23.2 23.6 25.7 24.4

月間降雨量（㎜） 315 202 574 154 500 440 3 80 11 92 683 234

月平均湿度（%） 79 78 78 76 76 73 75 73 75 76 75 77 

風速（m/s） 8.5 9.8 8.8 8.3 10.8 11.0 11.6 13.0 14.6 13.8 15.6 12.0

出典：月平均湿度：www.weather-and-climate.com, その他：Weather Online  

(2）サイクロン 

サモアは、数年に 1度サイクロン災害に遭っている。サイクロンの発生時期は 12 月～2月に集

中している。表 2-8 にサモアのサイクロン災害の概要を示す。 

表 2-8 サモアのサイクロン被害（1980 年～2015 年） 

発生年月 名称 カテゴリー 
サモアでの風速記録 

（m/s） 

被害額 

（百万米ドル） 

2012 年 12 月 EVAN 4 46.3 465 

2005 年 2 月 OLAF 5 44.4 0.03 

2004 年 1 月 HETA 5 51.4 35 

1991 年 12 月 VAL 4 45.0 240 

1991 年 12 月 WASA 4 記録なし。サイクロン自体の

ピークは 63.8m/s 

5.2 

1990 年 2 月 OFA 4 49.9 120 

1989 年 1 月 FILI 2 記録なし。サイクロン自体の

ピークは 26.4m/s 

15.5 

1989 年 1 月 GINA 1 記録なし。サイクロン自体の

ピークは 23.6m/s 

出典：サモア独立国 気象観測・災害対策向上計画 準備調査報告書 

Samoa Post-Disaster Needs Assessment Cyclone Evan 2012 
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(3）地震 

サモアは、環太平洋造山帯を構成する太平洋プレートとインド・オーストラリアプレートの境

界にあたるトンガ海溝がその南西沖にあり、地震発生国である。最近では、2009 年にアピア市か

ら南方約 230km を震源とするマグニチュード 8.1 の地震により発生した津波で、約 3,000 人が避

難生活を余儀なくされた。今後 50 年のうちに 40%の確立で、改正メルカリ震度階級の V～Ⅶ程度

の地震（日本の震度階に換算するとおよそ 4～5弱程度）が発生すると予測されている。 

2-2-3 環境社会配慮  

(1) 国際協力機構「環境社会配慮ガイドライン」のカテゴリー分類 

今回の調査によってプロジェクト用地内で配慮を要する環境社会面での懸案項目は検出され

ず、環境や社会への望ましくない影響は最小限かほとんどないと判断されるため、国際協力機構

環境社会配慮ガイドラインのカテゴリー分類は「C」となる。 

(2) サモアの環境許可申請手続き 

本プロジェクトで SPREP 本部敷地内に施設の増築を行うにあたり、サモア政府が規定する環

境影響評価（EIA）を建設に先立ち実施し、SPREP 本部設立時に提出した初期環境評価報告書を

更新の後、天然資源環境省計画都市管理局から開発許可を得る必要がある。当該環境許可申請手

続きは SPREP が主体となって速やかに行うことを確認した。 

2-3 その他（グローバルイシュー等）  

本プロジェクトに関連するグローバルイシューとして「人間の安全保障」が挙げられる。人間

の安全保障とは，人間一人ひとりに着目し，生存・生活・尊厳に対する広範かつ深刻な脅威から

人々を守り，それぞれの持つ豊かな可能性を実現するために，保護と能力強化を通じて持続可能

な個人の自立と社会づくりを促す考え方とされている。本プロジェクトを通じて SPREP の気候変

動対策事業が強化され、域内各国において適応策として災害対策が充実することで、災害被害が

軽減し、域内住民の生命・財産の保護などの安全保障に貢献しうるものと考えられる。 
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第 3 章  プロジェクトの内容  

3-1 プロジェクトの概要 

(1)上位目標 

大洋州地域に散在する極小な島嶼国は、自然災害に対して極めて脆弱である。本地域では、気

候変動に伴い、今後更なる自然災害の頻発・激甚化が懸念されており、気候変動・防災対策に資

する域内拠点の整備と、関連人材の育成が喫緊の課題となっている。こうした中、同地域では統

合的な地域戦略として、「大洋州気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略（2017～2030）」の策

定が諸地域国際機関や UNDP 等を中心に進められている。これは、「気候変動取組のための太平洋

諸島枠組（2006～2015）」と「太平洋災害リスク削減管理行動枠組（2005～2015）」が、2015 年 9

月の大洋州フォーラム会議において 1 年間の期限延長を決議された後、二つを統合した新たな枠

組みとして策定が進められているものである。気候変動対策と災害対策には重複する点も多いこ

とから、この二つを統合することで、より効率的かつ包括的な枠組みとなることが期待される。

この枠組みでは、①気候変動災害への強靭性を高めるための統合的リスクマネジメントの強化、

②低炭素開発、③防災・災害対応・復旧能力の強化、の 3 つの目標を掲げ、特に人材の能力開発

の重要性が強調されている。 

(2)プロジェクトの概要 

本プロジェクトの実施機関である SPREP は、上記の開発戦略を始め、大洋州地域における地域

レベルの取り組みの中心機関であり、気候変動に関する包括的な取組を行っている。上位目標に

関連して、気候変動分野の人材育成に対する更なる貢献が SPREP に期待されている。一方で、近

年、気候変動分野における支援が活発化し、SPREP の事業量は急増しており、業務拡大に対応で

きる執務環境の確保および研修の実施に十分なキャパシティをもった施設の整備が喫緊の課題と

なっている。 

以上を踏まえ、本プロジェクトでは、SPREP の気候変動業務の機能強化及び大洋州地域におけ

る各国の人材育成を図り、もって上位目標である同地域の地域戦略に挙げられた環境・気候変動

に対する強靭性の向上に寄与することを主目的とする。 

プロジェクト目的達成のため、本事業では、SPREP の既存敷地内に PCCC を建設し、研修実施に

必要な機材供与を行うことで、同機関の主機能の一つである研修機能の強化を図る。これによっ

て、SPREP の研修機能、地域的な取組に関する情報蓄積・発信能力、気候変動分野におけるドナ

ー連携能力、案件形成能力の改善等の効果が期待され、同地域における当該分野の人材育成を含

めた対策強化に寄与するものである。 

3-2 協力対象事業の概略設計 

3-2-1 設計方針  

(1) 基本方針 

日本国政府はサモア政府の要請を受け、太平洋気候変動センター建設計画の準備調査に係る調

査団を 2015 年 5 月から 11 月に亘って派遣した。この際、第１回調査の M/D において、要請内
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容の具体的な検討のための SPREP による PCCC ビジネスプラン（以下、「ビジネスプラン」と

いう）の提供が約束され、2015 年 10 月 26 日にドラフト版が提出された。 
体制上、本ドラフトは 2016 年 9 月の SPREP 総会にて承認を受け、最終版として確定される

ため、現時点における文書の性質は流動的である。また、ビジネスプランの中では多岐にわたる

分野での活動が想定されているが、SPREP の事業費はプロジェクトまたはプログラム単位でド

ナー機関の支援を受けて担保されるものであるため、事業計画は変動性が高いものである点にも

留意する必要がある。しかしながら、SPREP のミッションである環境保全と改善、持続的な発

展を目的とした活動方針は、太平洋地域における国家間の総意に基づく指針であり、気候変動分

野の地域戦略において SPREP による域内の人材育成が重視されることには揺るぎがない。加え

て、SPREP の主機能のひとつである研修機能の強化は、PALM7 において確認された、「太平洋

地域における包括的な気候変動対策支援における SPREP と日本の連携協調」を実現するための

基盤づくりであると認識される。以上の背景を踏まえ、PCCC 設計に当たっては、想定される

個々の事業内容への対応ではなく、予測される事業拡大に対処するための汎用的な施設機能・体

制強化を主眼に置き、ビジネスプランに付随する研修計画及び人員計画を主として参照した。 

施設に関しては、今後予測される事業拡大に伴う研修機能の整備及び、増員に対応した執務環

境の整備が要請に挙げられた。過去数年間にわたり SPREP の予算規模が拡大傾向にあることに

加え、気候変動分野における近年の国際情勢を鑑みると、緑の気候基金の運用開始や C0P21 に

おけるパリ協定の成立など、同分野におけるドナー支援の活発な傾向が持続すると判断するに十

分な要因を備えている。こうした事実から、SPREP の事業拡大及びそれに伴う研修数の増加に

関する予測は妥当なものであり、PCCC 建設による施設容量の拡大は､研修機能強化を図る上で

必要性が高いものと判断される。また、適切な事業運営を考える上で、これに伴う人員増大は不

可避であり、執務環境の整備は、研修機能の強化と対で考慮する必要がある。 

一方で機材に関しては、ビジネスプランの中で想定する個別の研修内容を意識した多様な機材

が要請に挙げられた。前述のとおり、本事業では SPREP の事業内容の変動性を考慮の上、施設

の汎用性を重視すると定めた方針に習い、支援対象とする機材も一般的な研修施設が備える機材

に限定し、対象を外れた機材に関しては、研修実施の確定に応じて SPREP が適宜準備するもの

とする。 

以上の基本方針を前提に、下記に挙げる追加方針を加えた上で、本事業の概略設計を行うこと

を確認した。 

 プロジェクトサイト、既存施設の現状を考慮し、SPREP の活動状況及び運営能力に適応した

規模及び内容とする。 

 環境に配慮した施設計画を行う。 

 既存施設群を含め、機能的な動線計画となる様に配慮する。 

 既存施設を利用しながらの施設建設が想定されることから、工事中の安全対策や振動、騒

音等に配慮する。 

(2) 協力対象範囲 

既述の通り、施設機能に関して①SPREP の主機能の一つである研修機能の強化、及び②①に付

随する CCD の業務拡大に対応できる執務環境の確保を主目的とした施設建設を行う。また、①
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の目的に則して、一般的に研修実施に必要と判断される基本的な機材を支援の対象に定める。 

(3) サイトの選定 

本プロジェクトサイトは、アピア市に立地する既存 SPREP 本部の敷地内とする。敷地内の建設用地

は SPREP との協議の上、下図 3-1 に示す場所に決定した。 

敷地の選定理由は以下の通りである。 

 既存施設群と渡り廊下で接続することで、敷地内のその他施設と一体的利用が可能となる。

（「3-2-2-2 建築計画 (1) 配置計画・平面計画」で詳述） 

 建設用地は、南北方向の通風を遮る建物が無く、自然換気が行いやすい等、環境配慮型施設に

適している。（「3-2-2-2 建築計画 (1) 配置計画・平面計画」で詳述） 

 西側通用門を工事用に利用することで、施設建設中の工事専用動線の確保ができ、SPREP 職員

および来館者等の既存施設利用者動線と分離することが可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1  気候変動センター建設予定地 

3-2-1-2 自然環境条件に対する方針 

気候変動影響への適応を含め、現地の自然環境を考慮した施設計画を行う。 

(1) 気温・日射対策 

アピア市の月別平均気温、月別平均相対湿度はそれぞれ 26℃から 27℃、73%から 79%で推移し

ており、年間を通じて高温多湿である。屋上や壁面の断熱性能を高めることで外部環境の室内へ

の影響を緩和する方針とする。また、日中の強い直射日光を遮る庇等を計画する。 
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(2) 降雨対策 

アピア市は熱帯性気候に属し、月間降雨量の平均は 11 月～4 月までが 250mm～400mm に達し雨

季となる。豪雨であっても建物が冠水しないことに留意し、建物周りの地盤面を嵩上げし、雨水

排水経路を十分確保する。施工計画に当たっては、土工事や基礎工事を雨季に実施する場合は、

水替え等の対応を合せて計画する。 

(3) 暴風対策 

サモアではこれまで数度の大型サイクロンの上陸を経験している。直近では、2012 年 12 月の

サイクロン EVAN によって、大きな被害がもたらされた。本計画では、サイクロンを想定した風圧

に十分に耐えられるよう、サモアにこれまで上陸したサイクロンの風速を考慮し、オーストラリ

ア・ニュージーランド基準において、サイクロン発生地域で再現期間を 500 年とした風速を想定

して計画する。 

3-2-1-3 社会経済条件に対する方針 

島嶼国においては利用可能な資源・エネルギーが限定的であることから、大洋州におけるこれ

からの持続可能な開発を勘案すると、域内で実現可能な省資源・省エネルギーに配慮した施設計

画の確立が今後重要性を帯びてくるものと考えられる。このようなことから本プロジェクトでは、

大洋州諸国における環境配慮型施設のひとつのモデルとなり得る施設計画を目標とする。 

3-2-1-4 建設事情に対する方針 

サモアでは、施設建設に先立ち、労働交通インフラ省による建築許可が必要となる。建築許可

の発出には、天然資源環境省計画都市管理局が所管する開発許可と消防署や各種インフラ担当局

が計画図確認後に発出する法令遵守確認の取得が前提となる。当該建築許可申請手続きは SPREP

が主体となって速やかに行うことを確認した。 

なお、サモアの建築基準法は、調査時点で、改正に向けた調査・研究が行われている最中であ

った。改正法はニュージーランドの建築基準に類似する規定が採用される見込みであることから、

改正法の全容が不明な現時点においては、ニュージーランド基準を参考とする。 

3-2-1-5 調達事情に対する方針 

本プロジェクトの建設資機材は、サモア及び日本からの調達を基本とする。但し、エレベータ

ーおよび太陽光発電システムといった特殊設備はニュージーランド調達とする。なお、サモアの

建設市場には主にニュージーランド製品が流通しており、本プロジェクトで必要とされる品質の

確保に問題はない。機材調達についても、サモア及び日本からの調達を基本とするが、経済的合

理性確保のために一部の機材は第三国からの調達も想定する。 

3-2-1-6 現地業者の活用に係る方針 

サモアの建設市場には、これまでの無償資金協力案件に関与した経験のある業者を含め、本プ

ロジェクトの施設建設工事を実施可能な施工会社が複数確認されている。本プロジェクトにおい

ては、これらの施工会社が活用可能となるよう、現地で一般的な工法を基本とする。 
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3-2-1-7 運営・維持管理に対する方針 

日常的な保守が必要となる設備機器や機材については、保守管理費が運営上の負担とならない

よう配慮して、消耗品や保守部品の入手の容易さを優先しながら、選定する方針とする。 

3-2-1-8 施設・機材のグレードに係る方針 

施設グレードについては、サモアや大洋州周辺国での類似例を参考に、耐久性、維持管理の容

易さを優先し設定する。消火設備等については、現地で一般的な建築物同様、所轄の消防署の指

導を満たす程度のグレードとする。経済性、材料性能に配慮した材料選定を行う。 

機材の選定グレードは、現有職員が操作可能で、サモア国内及びニュージーランドの代理店を通

しての維持管理が可能なものとする。 

3-2-1-9 工期に係る方針 

建設工期の設定にあたっては、11 月から 4 月下旬までの雨季のうち、特に 12 月から 3 月の雨

量が多く、この時期の躯体工事への悪影響や屋外工事の減速が予測される。このため、雨季の工

事減速に配慮した工期設定を行う方針とする。 

3-2-2 基本計画（施設計画／機材計画） 

3-2-2-1 要請内容の検討 

(1) 施設計画 

1) 施設機能 

今後予測される事業拡大に伴う研修機能の整備及び、CCD の業務拡大に対応した執務環境の整

備を主目的として PCCC に表 3-1 に示す諸室が要請された。 

表 3-1 要請諸室 

室名 備考 

研修・多目的室 研修・教育活動を中心とする多目的利用 

気候変動対策管理室 研修機能強化に付随する CCD の業務拡大に対応可能な執務環境 

IT ビジネスセンター 来館者のための気候変動関連情報閲覧室 

サーバー/データセンター CCD の活動を支援するサーバーシステム、データストレージ 

キッチン 研修休憩時のティーブレイク等の準備用 

トイレ ユニバーサルトイレを含む 

 

このうち PCCC の主たる機能となる研修・多目的室、気候変動対策管理室で想定される活動及び

部屋の規模は以下のとおり。 

A) 研修・多目的室 

PCCC は大洋州域内の人材育成活動の拠点となることが期待されており、施設に研修機能を盛り

込むことは不可欠である。さらに事業拡大に伴う汎用的な施設機能・体制強化に貢献するとの基

本方針に沿って、研修のみならず、その他会議等も含め様々な活動に利用可能な研修・多目的室
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を整備することとした。 

研修・多目的室は、1-1-1 における近年の研修活動の傾向及び将来研修計画の分析と、研修以外

の活用ニーズ等を総合的に勘案し、最大で 90 人収容可能な規模とした上で、研修・多目的室を 3
等分する位置に可動間仕切りを設け、活動人数に応じた規模が可能な設えとし、汎用性を確保し

た。 

a) 活動 

研修・多目的室で想定される活動は、表 3-2 のとおり。これら活動により、年間 61%の稼働率

が見込まれる。稼働率の算定は、別添資料「研修・多目的室の稼働率」を参照されたい。 

表 3-2 研修・多目的室での活動 

番号 活動 備考 

1 研修 既存研修室では規模的に実施が不可能な参加人数が 50 人より多い
研修を行う。なお、既存施設におさまる規模の研修は、既存施設で
実施することを想定する。 

2 会議 CCD または CCD を含む SPREP 全職員を対象とした会議 

3 外部利用の会議、研修 SPREP 以外の団体の気候変動に関する会議および研修 
現時点では、UNEP や WMO が研修・多目的室で会議、ワークショップ
を実施したい意向を表明している。 

4 学童を対象としたワーク
ショップ 

アピア市の小中学生を対象とした環境教育 

5 既存研修室への研修来館
者を対象とした啓蒙活動 

各国の環境担当官をターゲットとした展示による啓蒙活動 

 

b) 規模 

研修・多目的室の規模は、将来研修計画のニーズにより算出するが、SPREP 本部施設内で行わ

れる研修のうち 50 人以下の研修は、TEC の既存研修室で実施されることを想定する。将来研修計

画によると、気候変動関連研修のうち 50 人より多い研修では、90 人規模の研修が最も多く、90

人規模の研修室を整備できれば、計画されている 50 人より多い研修の約 80%を実施できることに

なる。このようなことから研修・多目的室は、1室最大で 90 人収容可能な規模とする。なお、90

人より多い規模の研修については、年間 4 件と少ないことから、サモア国内のホテル等の利用を

想定する。 

これに加えて、多目的な活動での利用は、利用規模が大小さまざま想定されることから、研修・

多目的室を 3等分する位置に可動間仕切りを設け、活動人数に応じた規模設定が可能な設えとし、

汎用性を確保する。図 3-2 の概略図に示す(A)～(C)のスペースの間にある可動間仕切りを開け放

つ、または閉め切ることで、30 人用、60 人用、90 人用の 3段階の規模変更が可能な計画とする。 

 

 (A) 

(30 人収容) 

(B) 

(30 人収容) 

(C) 

(30 人収容) 

図 3-2  研修・多目的室の概略図 
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B) 気候変動対策管理室 

a) 活動 

今後予想される気候変動関連事業の拡大に伴い、CCD 職員は、気候変動資金へのアクセス強化や

域内の気候変動政策及び事業調整、関連情報の蓄積・発信、気候変動関連の幅広い分野における

人材育成等に係る管理業務等、業務を担うこととなる 

b) 規模 

SPREP の将来人員計画によると、CCD の職員数は 54 人まで増加する計画となっている。近年 5

年間で気候変動関連の研修が年間 695 人回と最も多かった 2012 年では、CCD 職員数が 19 人であ

った。SPREP の将来計画では、2,100 人回と研修規模が 3.0 倍となっており、同局職員数 54 人と

いう増員計画は人員増加率 2.8 倍であることを勘案すると、妥当と判断される。 

現状、CCD 職員は D 棟全体と TEC2 階の事務室の一部（「図 3-1 気候変動センター建設予定地」

参照）を占有しているが、既存事務室には余剰スペースはなく、CCD 以外の SPREP 部局の増員計

画を考え合わせると、CCD の執務室を集約的に PCCC 内に整備することが妥当と考えられる。1この

ようなことから、54人規模の CCD職員用執務室を気候変動対策管理室として整備することとした。 

2) 環境デザイン 

PCCC は、大洋州諸国における環境配慮型施設モデルとしての役割を果たすことがサモア側から

要請された。人材育成拠点として大洋州域内からの来館者が見込まれる PCCC にあっては、持続可

能な開発の観点で建物自体が環境配慮型施設のモデルとしてデモンストレーション的役割を果た

すべきと考えられることから、先方の要望に応え、本プロジェクトでは、メンテナンス性や費用

対効果に留意しつつ、環境デザインを積極的に採用する方針とする。 

環境デザインは、建物の構成や窓の位置等を工夫することで省エネルギー効果を期待するパッ

シブデザインと太陽光パネル等のエネルギー創出可能な機材やエネルギー削減効果のある設備機

器を導入するアクティブデザインに大別される。パッシブデザインは、塗装の塗替え等の通常の

建築仕上げ材で必要とされる程度の維持管理のみであるが、アクティブデザインは主に建築設備

資材で構成されることから、定期的メンテナンスが必要な設備については、その実現可能性を考

慮する必要がある。本プロジェクトで採用する環境デザインの概要を下表 3-3 に示す。 

 これら環境デザインは、節水型トイレや雨水貯留層は干ばつ、高断熱化は異常高温といった気

候変動の影響への適応としても寄与する。 

表 3-3 本プロジェクトで採用する環境デザイン 

1. パッシブデザイン 

No. 手法 内容 

1-a 自然換気 十分な開口部サイズと開口計画で自然換気を促進する。 

1-b 高断熱化 壁・屋根の断熱性能を十分に確保する。 

1-c 昼光制御 直射日光を遮りながら、間接光を利用する。 

  

                                                  
1 SPREP 全体の人員増加計画によると、本部施設で働く職員数は、現状 112 人から、187 人に増加が見込まれてい

る。CCD を除く 133 人が、既存施設内の事務室 1,220 ㎡を占有する場合、ひとりあたり約 9.2 ㎡となる。 
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2. アクティブデザイン 

No. 手法 内容 

2-a 太陽光パネル PCCC棟の屋根に設置する。 

2-b LED照明 長寿命・高効率の照明器具を使用する。 

2-c 節水型トイレ 節水型トイレを設置する。 

2-d 雨水貯留槽 PCCCの屋根からの雨水を収集する。 

2-e 太陽光モニタシステム 
太陽光パネルからの発電量とSPREPでの電気使用量を記録
し、ディスプレイで示す。 

2-f 照明制御システム センサーで人工照明を制御する。 

2-g 嫌気性排水処理システム 
酸素の無い中で微生物が排水を分解するシステムを導入す
る。 

 

図 3-3 環境設備のイメージ 
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(2) 機材計画 

現地調査の結果、新築施設で行う研修や研究活動に必要な機材として、サモア側から出された

要請内容は下表 3-4 のとおり。 

表 3-4 要請機材の内容 

No 部屋/部門等 概要/備考 

a) 研修・多目的

室 

画像・音響システム統合型マイクロフォン、画像・音響システム統合型カメラ、ビ

デオ会議システム、LCD ディスプレー等  

プロジェクター、収納式電動スクリーン、電子演台等 17 品目 

b) 気候変動対策

管理室 

コピー機及びプリンター、プロッター等 

 WiFi ルーター 

 GPS 装置、GPS カメラ、無人航空機 

 天気アニメーション・テレビ-天気解説ソフトウェア、気候変動予想ダウンスケ

ール及びマッピングソフトウェア、可視化ソフトウェア(ClipDesc) 

 落雷用ソフトウェア及びデータアクセス、GIS マッピング用ソフトウェア、プロ

ジェクション・ソフトウェア（適用・緩和プロジェクト用企画及び介入モデル）

 ソフトウェア (フォトショップ及びページレイアウト･ソフトウェア)、マイクロ

ソフトオフィス、ビデオ編集用ソフトウェア、ホームページ制作用ソフトウェア

c) サーバー／デ

ータセンター 

研究用コンピューター、サーバー、ラック等 

 UPS（無停電装置）、過電流保護（AVS, AVR） 

 衛星電話及びアンテナ 

d) IT ビジネス WiFi ルーター 

 センター 一体型省エネコンピューター、OCR スキャナー 

出典: 協議議事録 

1） 機材計画の基本方針 

A) 機材計画の範囲 

現地調査の結果、サモア側から要請された機材の設置場所は以下のとおり分類される。 

a) 研修・多目的室 

b) 気候変動対策管理室 

c) サーバー／データセンター 

d) IT ビジネスセンター 

B) 機材選定の基本方針 

現地調査で確認した要請機材には、将来研修計画で想定する個別の研修内容を意識した多様な

機材、維持管理費用が高額な機材が含まれている。 
本プロジェクトにおいては、以下の基本方針に基づいて機材の選定を行う。 

a) 一般的な研修施設として備えるべき機材（汎用性）。 

b) 機材保守管理上の技術的かつ財務的な実行可能性。 

2） 現有機材の取り扱いについて 

既存施設で使用されている現有機材については、先方にて補修または更新することとし、日本

側協力対象機材に含めない方針とする。 

既存のサーバーシステムは、TEC 内のサーバー室に設置されているが、CCD の今後の規模拡張に対
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応可能な容量は有しておらず、また同サーバー室内に増設の余地もない。本プロジェクトでは、

PCCC で基礎的な情報通信サービスの提供が可能となるよう、既存システムと連動するサーバー機

材の選定を検討する。 

3-2-2-2 建築計画 

(1) 配置計画・平面計画 

1) アクセス 

PCCC と SPREP 本部敷地内の既存建物とを往来可能な計画とするため、以下の点に留意する。 

 既存建物からアクセスしやすい位置に建物を配置する。 

 既存 C・D 棟の渡り廊下の延長線上に建物エントランスを配置し、スムーズな誘導が可能

な計画とする。 

 来館者や職員動線とは別に、既存メンテナンス通路から直接出入り可能な維持管理動線を

確保する。 

2) 施設構成 

諸室配置計画では既存施設との関係のみならず、計画地域の太陽の動き、風向特性等の自然環

境にも配慮する。東西面に機械室、トイレ等の非居室を配置し、研修・多目的室、気候変動対策

管理室の主要居室が南北に面する計画とすることで太陽光による熱負荷を抑え自然換気を促進す

る。 

 建物エントランスのある東側を共用スペースとして、来館者はここを起点に各室に至る動線計

画とする。エントランス及び研修・多目的室ロビーは、通風を考慮し屋根のみの半屋外空間とす

る。 

 機械室などの維持管理が必要な諸室は車両アクセスが容易な既存メンテナンス通路沿いの西側

にまとめて配置する。 

 

図 3-4 施設構成イメージ 
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これらを踏まえた施設計画概念図を図 3-4 に示す。なお、配置図・平面図については、「3-3 概

略設計図」参照。 

3) 主要室の計画 

A) 研修・多目的室 

SPREP で開催する研修には、大洋州諸国からの参加者を想定している。他方、多目的室として

の用途を鑑みると、SPREP のホスト国であるサモア人の利用が多いことが想定されるため、サモ

ア人の体格や研修内容を考慮し、一人当たりの単位床面積を 2.5 ㎡/人2とし、最大 90 人が利用す

ることを想定して、230 ㎡程度の床面積を確保する。また、研修・多目的室の全体部屋寸法を 10.8m 

x21.6m とし、3分割された 1部屋寸法を 7.2mx10.8m とすることで、大部屋としても、分割された

小部屋としても研修や会議等に利用しやすい部屋形状とする。また、西側に隣接して倉庫兼翻訳

室兼制御室を併設することで、現在でも時折必要となる 2 カ国語対応が必要な会議やテレビ会議

などでも同研修・多目的室が利用可能な計画とする。 

 

図 3-5 研修・多目的室平面図 

B) 気候変動対策管理室 

気候変動対策局の職員 54 名の利用を想定する。一人当たりの単位床面積は、SPREP の既存施設

と同じく、豪州の事務室設置基準の最低限程度として 10 ㎡確保する。 

C) IT ビジネスセンター 

SPREPの CCDが保有する環境研修教材の閲覧や展示を目的とした来館者用の自主教育スペース。

6人程度が PC でデータ閲覧するのに最低限必要な机や椅子の設置を想定し、18 ㎡程度の部屋面積

とする。 

4)諸室面積および概要 

サモア側が要請する諸室に施設機能上必要となる機械室等を加えた PCCC の各室の階構成及び面

積は表 3-5 のとおり。 

                                                  
2 2.3 ㎡/人規模の TEC の既存研修室が手狭との SPREP でのヒアリングから、研修／多目的室においては、2.5 ㎡/人規模

の床面積を確保することとした。なお、一般的に、研修室の床面積は 2～3㎡/人が適当とされている。 
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表 3-5 各室面積および概要 

棟 階 室名 面積(㎡) 備考 

PCCC 

1 研修・多目的室 239 最大 90 人収容（30 人 x3 室、倉庫等） 

1・2 気候変動対策管理室 540 CCD 職員用執務室（職員数 54 人） 

1 IT ビジネスセンター 18 6 人程度の同時利用 

1 サーバー/データセンター 18 サーバーやデータストレージを設置 

1 キッチン 6 キッチンカウンターを含む 

1・2 トイレ 83 ユニバーサルトイレを含む 

1・2 廊下 439 - 

1・2 その他諸室 177 倉庫、機械置場、ポンプ室、水槽、電気室

附属棟 1 自家発電機室 40 自家発電機設置用 

 

(2) 断面計画 

 建設用地が南から北に向かってなだらかに傾斜していることを利用して、天井高の必要な研

修・多目的室を北側斜面下方に配置し、気候変動対策管理室を南側斜面上方と研修・多目的室の

上部に配置することで、立体的な構成とし、高温多湿な外界に接する建物部分を減じ、外界から

の熱影響低減に努める。 
また、気候変動対策管理室では、室内の天井高の違いを利用し、熱の移動による自然換気を促す

断面計画とする。 
 また、開口部周りや開放廊下等には、雨除けや日中の強い日差しを遮る庇やスクリーンを計画

する。 

(3) 構造計画 

1) 建設予定地の地盤状況と基礎構造計画 

地下 2m 以深は岩層であることが想定されるため、その層を支持層とした直接基礎にて計画する。 

2) 上部構造の構造計画 

現地で一般的な鉄筋コンクリート造を主に採用し、大スパンとなる気候変動対策室の屋根部の

み鉄骨造を採用する。 

3) 各種荷重 

本計画で採用する仮定荷重及び外力の設定について、固定荷重は、本計画で使用する個々の仕

上げ材、構造材から荷重を算定することとし、風荷重、積載荷重及び地震荷重は、サモア国内に

基準がないため、ニュージーランド国基準に準拠する。 

4) 使用材料 

構造計算の結果、主な使用材料の強度は表 3-6 のとおりとする。 

表 3-6 主な使用材料の強度 

材料 強度 

コンクリート 設計基準強度 Fc=24N/㎟ 

鉄筋 降伏強度 345 N/㎟、295 N/㎟ 
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(4) 電気設備計画 

1) 電力引込・受変電設備 

既存変圧器の容量は500KVAである。また、敷地南側道路アベレ通り沿いの高圧電力線は、22KV

である。既存施設全体の最大需要電力は約110KVAである。本計画施設の最大需要電力は100KVA程

度と見込まれることから、本計画による変圧器の増設等は必要なく、PCCCを含めても既存の変圧

器でSPREP全体を賄うことができる。 

本計画では、低圧幹線ケーブルを既存変圧器から分岐させ、地下埋設ケーブルによって、本計

画施設に電力を引き込む計画とする。 

 また、20kWの系統連携型太陽光発電設備を計画するが、完工後、既設電力網に接続する段階で

電力局の検査が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-6 電力引込系統図 

2) 電源設備 

配電盤より敷地内地中配線、ケーブルラック及び配管にて、計画建物内の電灯分電盤へ電力供

給を行う。また、停電時の施設機能を維持するために、自動切り替え装置付きの容量 100KVA の非

常用発電機を設置する。現地の電圧は、定格電圧に対して±5%程度の変動と比較的安定している

ため、計画建物の電源設備そのものには自動電圧調整器（AVR）は設置しない。 

3) 照明・コンセント設備 

各階に電灯分電盤を設置し、適切な回路構成にするとともに、盤以降の照明設備及びコンセン

ト設備への2次側配線を計画する。気候変動対策管理室はOAフロアの床下配線とし、将来のレイア

ウト変更及び床上配線を避けることで、車いす利用者にも配慮する。 
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表 3-7 照明・コンセント設備の概要 

照明設備 
一般照明 LED 照明を主体とした消費電力の少ない照明器具を選定する。

非常用照明 居室・廊下にバッテリー内蔵壁掛型非常照明器具を設置する。

コンセント設備 一般コンセント 接地極付とし、一部に 400V の電源を用意する。 

 

4) 電話設備 

既存施設ではIP電話を利用しており、本計画建物も同システムを計画する。SPREP全体のメイン

のハブがTEC棟のサーバー室に設置されているため、そのハブを増設し、地中埋設管にて計画建物

までの引込みを行う。電話機は気候変動対策管理室には職員数分を、その他諸室には適当数を設

置する計画とすることとし、配管・配線・電話機とも日本側工事に見込む。 

5) 情報設備 

SPREP全体のメインサーバーがTEC棟のサーバー室に設置されている為、そこから分岐させ、地

中埋設管にて計画建物までの引込を行う。LANケーブルの配管・配線工事とも日本側工事に見込む。 

6) 火災報知設備 

現地消防の指導及びニュージーランドの基準に準拠し設置する。火報盤は既存守衛室へ設置す

ることとする。 

7) 避雷設備 

屋根部分に落雷保護用として、避雷導体または誘雷体を設置する。 

(5) 機械設備計画 

1) 空気調和設備 

研修・多目的室、気候変動対策管理室、ITビジネスセンターといった居室やサーバー/データセ

ンターに空気調和設備として、個別制御が可能でメンテナンスが容易な空冷パッケージ型空調機

を計画する。空調室の屋根や外壁の断熱性能を高めることで空調負荷を低減し、省エネルギーに

配慮する。空調機を使用しない中間期の対応として居室にはシーリングファンを設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-7 空調設備概略系統図 
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2) 換気設備 

構成が単純で扱い易い自然給気で機械式排気とする第三種換気方式を計画する。 

(6) 給排水衛生設備計画 

1) 衛生器具設備 

建築計画に合わせて各種衛生器具を設置する。車いす対応便所を設ける。大便器は洋式とする。 

2) 給水設備 

既存施設において市水が供給されている。本計画建物へは既存引込管より分岐を行い単独系統

で市水を供給する。 

給水系統は上水及び雑用水の2系統とし、ランニングコストの低減を考慮して雑用水系統の水源

には雨水も見込む。 

給水方式は受水槽＋加圧給水ポンプ方式とする。 

本計画建物に必要な概算給水量を以下表3-8に示す。 

表 3-8 概算給水量 

対象 
想定人数 

（人） 

単位給水量 

（L/人・日）

上水 

割合 

（％）

雑用水 

割合 

（％） 

上水 

給水量 

（L/日） 

雑用水 

給水量 

（L/日） 

職員数 54 100L/人 50 50 2,700 2,700 

外部利用者 90 80L/人 50 50 3,600 3,600 

合計   6,300 6,300 

 

概略機器容量は以下の通り。 

受水槽（2槽式） 6㎥（新設。市水の一時貯留） 

地下受水槽   26㎥（新設。雨水の一時貯留。雑用水用：6㎥、消火水槽：20㎥） 

3) 給湯設備 

キッチンに電気式給湯機を設置する。 

4) 排水設備 

汚水は嫌気性浄化槽で処理した後、敷地内植栽エリアへ多孔管にて地中浸透させる計画とする。

大屋根から集水される雨水は地下受水槽に貯められ、雑用水として利用するが、それ以外の排水

は浄化槽経由で地下浸透させる計画とする。 

本計画建物の想定汚水量を以下に示す。 

表 3-9 概算汚水量 

想定人数 

（人） 

単位排水量 

（L）（サモア基準） 

日排水量 

（L/日） 

54（職員）+90（外部利用者） 24 
2,500 

→2.5ｍ3 
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概略機器能力・容量は以下の通り。 

嫌気性浄化槽    15㎥ 

処理能力      2.5㎥/日 

 

図 3-8 衛生設備概略系統図 

5) 消火設備 

屋内消火栓及び消火器を設置する。 

(7) 特殊設備計画 

1) エレベーター設備 

サモア建設省施設管理局から、本計画にエレベーターを設置することが指導された。理由とし

ては、サモアの建築基準法は改訂に向けた調査・研究が行われている最中であり、ニュージーラ

ンドの建築基準法に類似する規定が採用される見込みがあること、バリアフリーについても改訂

法で新たに条項を設ける予定があることが挙げられた。本計画建物はSPREPに関係する様々な国々

出身のスタッフや来館者によって利用される国際機関の施設であることを考え合わせると、設置

は妥当と判断される。 

(8) 建設資材計画 

1) 基本方針 

サモアの気候、風土、建設事情、工期、建設費、維持管理体制等を考慮し、以下の方針とする。 

 主要建設資材は現地調達が可能であるが、その他は日本調達として計画し、求められる施

設性能を確保する。 

 SPREP の既存施設との調和及び現地でメンテナンスが可能な仕上げ材料を選定する。 
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2) 材料 

A) 構造材 

 現地で一般的に採用されている鉄筋コンクリート造の躯体とコンクリートブロック壁の組み合

わせとする。コンクリートについては、砂、粗骨材も現地で容易に入手可能である。 

B) 外部仕上げ材 

  下表 3-10 に主要な外部仕上げ材とその検討内容を示す。 

表 3-10 主要外部仕上げ 

部位 仕上げ材料 検討内容 

屋根 金属屋根 

アスファルト防水 

耐風圧性能を重視する。 

外壁 塗装仕上げ 維持管理を重視する。 

建具 アルミ製建具 耐久性能を重視する。 

外構 砂利等 現地材料の使用を優先する。 

 

C) 内部仕上げ材 

下表 3-11 に主要な内部仕上げ材計画とその選定理由を示す。 

表 3-11 主要室仕上げ 

室名 床 壁 天井 選定理由 

研修・多目的室 カーペットタイル 塗装 吸音ボード 吸音性能を重視 

気候変動対策管理室 カーペットタイル 塗装 吸音ボード 吸音性能を重視 

廊下 タイル貼 塗装 
なし 

（一部スパンドレル）
維持管理を重視 

トイレ タイル貼 タイル貼 繊維強化セメント板 耐水性能を重視 

 

3-2-2-3 機材計画 

(1) 候補機材の検討 

各候補機材について検討した結果を以下の表 3-12 に示す。判定基準は、機材選定の基本方針に

基づき、以下のとおりとし、①～④に該当する機材は計画の対象外とする。 

（一般的な研修施設が備える汎用機材） 

① 用途が限定され、使用頻度が低い機材 

② 現有機材、無償提供品（ソフトウェア）または施設機能によって、要請機材の基本機

能が利用可能な機材 

③ 運用に高度な技術が要求される特殊な機材 

（機材の保守管理が技術的かつ財務的に可能） 

④ 継続使用に多額の維持管理費が生じる機材 
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また、機材数量については必要最小限とする。 

表 3-12 供与機材の候補リスト 

№ 要請機材 
要請

数量

優先

順位
① ② ③ ④ 判定 計画 

数量 

 a) 研修・多目的室 

1 
画像・音響システム統合型マ

イクロフォン 
6 A ✔   

 
× - 

2 
画像・音響システム統合型カ

メラ 
3 A ✔   

 × - 

3 ビデオ会議システム 1 A ✔    × - 
4 過電流保護装置（AVS・AVR) 1 A  ✔   × - 
5 電子黒板 3 A     〇 3 
6 LCD ディスプレイ 2 A ✔    × - 
7 プロジェクター 3 A     〇 3 
8 収納式電動スクリーン 3 A     〇 3 
9 電子教卓 3 A ✔    × - 
10 高性能コンピューター 14 A     〇 1 
11 緑色スクリーン 1 B ✔    × - 
 b) 気候変動対策管理室 

1 
プリンター・コピー複合機

（カラー） 
1 A  ✔  

 
× - 

2 プロッター 1 A     〇 1 
3 GPS 装置 5 A     〇 5 
4 GPS カメラ 1 A     〇 1 
5 調査用航空機 1 B ✔   ✔ × - 

6 

天候アニメーション及びＴ

Ｖ天候プレゼンソフトウェ

ア 

6 B 

✔ 

 

✔ ✔ 

× - 

7 
気候変動予測ダウンスケー

ル・マッピングソフトウェア
6 B 

✔ 
 

✔ ✔ 
× - 

8 落雷被害ソフトウェア 6 B ✔  ✔ ✔ × - 

9 
グラフィックデザイン・ソフ

トウェア 
10 A 

✔ 
  

✔ 
× - 

10 マイクロソフトオフィス 20 A ✔    〇 7 
11 ビデオ編集ソフトウェア 5 A ✔   ✔ × - 

12 
ホームページ作成ソフトウ

ェア 
2 A 

✔ 
  

✔ 
× - 

13 
GIS マッピング･ソフトウェ

ア 
6 A 

✔ 
  

✔ 
× - 
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№ 要請機材 
要請

数量

優先

順位
① ② ③ ④ 判定 計画 

数量 

14 可視化ソフトウェア 1 A ✔ ✔   × - 
15 画像投影ソフトウェア 1 B ✔ ✔   × - 
16 雨量計 1 A ✔    × - 
17 風力計 1 A ✔    × - 
18 自動天候観測装置 1 A ✔    × - 
19 太陽光輻射計 1 A ✔    × - 
20 太陽光浄水器 1 A ✔    × - 
 c)サーバー/データセンター 

1 サーバーラック 5 A     〇 1 
2 無停電電源装置（UPS) 5 A     〇 1 
3 過電流保護装置（AVS・AVR) 1 A  ✔   × - 
4 スイッチとコンソール 5 A ✔    × - 
5 気候測定システム 1 A ✔    × - 
6 電力測定装置 1 A ✔    × - 
7 ファイヤウォール 2 A ✔    × - 
8 ルーター 2 A ✔    × - 
9 ラックマウント型サーバ 16 A ✔    × - 

10 
サーバー及びバックアップ

ソフトウェア 
1 A ✔   

 
× - 

11 データストレージ 8 A     〇 1 
12 衛星電話システム 1 B ✔   ✔ × - 
 d) IT ビジネス センター 

1 
コピー・プリンター複合機

（白黒） 
2 A  ✔  

 × - 

2 コンピューター 6 A     〇 6 
3 OCR スキャナー 1 B ✔    × - 

 

(2) 計画機材 

本計画において調達する計画機材及び主要機材の仕様・使用目的は以下のとおり。なお、サー

バー関連機材については、既存のサーバーシステムのデータストレージを拡張し、PCCC のサーバ

ー/データサーバー室に設置することで、PCCCに基礎的な ICTサービスが提供可能な計画とする。

本プロジェクトで整備するデータストレージと既存サーバーの接続に必要な既存サーバー側イン

ターフェースの調達及び設置はサモア側負担工事とする。 
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表 3-13 主要な計画機材 

機材 数量 用途 

a) 研修・多目的室 

電子黒板 3  研修でのプレゼンテーション等に使用。 

プロジェクター 3  研修でのプレゼンテーション等に使用。 

収納式電動スクリーン 3  研修でのプレゼンテーション等に使用。 

高性能コンピューター 1  データ分析全般、研修教材作成等に使用 

b) 気候変動対策管理室 

プロッター 1  研修教材等の作成に使用。 

c)サーバー/データセンター 

データストレージ（サーバー用） 1 
 収集・解析した各種データ（デジタル情報）の記

憶/保存に使用。既存サーバーと接続して活用。 

d) IT ビジネス センター 

普及型コンピューター 6  研修員等の自習用に使用。 

 

表 3-14 主要機材の仕様等 
機 材 名 基本的仕様 

電子黒板 構成： 
１）液晶パネル：対角 1,350 ㎜以上 
２）タッチパネル：電子ペン検出方式 
３）外部インターフェース：入・出力コネクター 
４）電子ペン：光遮断方式 
５）取付金具：壁掛け式 

高性能コンピューター 構成： 
１）プロセッサー：2.40GHZ 以上 
２）オペレーティングシステム（OS）：MS Professional, 2016
３）チップセット：インテル C602 または C612 
４）CPU コア：6コア以上 
５）キャッシュ：15MB 以上 

プロッター 構成品： 
１）プロッター：プリンター機能、スキャナー機能、 
２）スタンド 
３）タッチスクリーン 
４）コピー/スキャン・ソフトウェア 
５）スピンドル 

データストレージ 構成品 
１）ストレージ・コントローラ・ユニット 
２）ハードドライブ:24 X (2TB) 
３）インターフェース 
４）FC スイッチ 

 

先方要請機材のうち日本側計画機材に含まれないものは、今後の研修実施の確定に応じて SPREP
が適宜準備するものとする。 
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3-2-3 概略設計図  

 

以下の概略設計図を次頁から示す。 

  配置図 

  1 階平面図 

  2 階平面図 

  R 階平面図 

  立面図 

  断面図 

  自家発電機棟 
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3-2-4 施工計画／調達計画  

3-2-4-1 施工方針／調達方針 

本協力対象事業は、日本国政府の閣議決定を経て、サモア政府との交換公文(Exchange of 

Notes：E/N)が締結され、国際協力機構とサモア政府との間で贈与契約(Grant Agreement：G/A)

を締結した後、日本国政府の無償資金協力のスキームに従って実施される。その後、サモア政府

及と日本国法人コンサルタントが契約を締結し、施設・機材の詳細設計作業に入る。詳細設計図

面及び入札図書の完成後に、入札によって決定した日本国法人建設工事会社により、建設工事及

び機材の調達･据付が行われることになる。 

なお、コンサルタント及び建設工事会社との契約は、無償資金協力として有効となるためには、

国際協力機構による認証が必要となる。 

工事着工後、サモア側実施機関、コンサルタント、建設工事会社による施工監理体制が組まれ

る。 

(1) 実施体制 

本プロジェクトはサモア政府財務省および SPREP が実施機関となる。本プロジェクトの実施に

係るコンサルタント契約、工事契約などの諸契約手続きについては、財務省が契約当事者となり、

また銀行取極の手続き及び支払授権書・修正授権書の通知手数料の支払い、租税措置等について

必要な予算措置、手続きを行う。 

また、建設工事に係る開発許可、建築許可申請の手続き、建設予定地の整地、植栽・造園、樹

木の伐採・伐根、および PCCC の電話回線の増設、一般家具什器備品の調達等は SPREP が行う。 

(2) コンサルタント 

上記交換公文、贈与契約が締結された後、サモア財務省は日本国法人コンサルタントと日本国

の無償資金協力の枠組みに従い、本計画の詳細設計・監理にかかるコンサルタント契約を締結し、

国際協力機構による契約の認証を受ける。コンサルタントは契約が認証された後、サモア財務省

及び SPREP と協議の上、本協力準備調査報告書に基づき詳細設計図面及び入札図書を作成、サモ

ア財務省及び SPREP に説明し同意を得る。 

建設工事の入札･施工段階でコンサルタントは、詳細設計図面及び入札図書に基づき入札業務支

援及び施工監理業務を実施する。機材調達・据付についても同様に、機材入札業務支援から据付・

試運転・引渡しに至る監理業務を行う。それぞれの業務について以下に示す。 

1) 詳細設計 

本協力準備調査報告書に基づき、建築計画の詳細を決定し、機材計画の確認を行い、関連する

設計図、仕様書、入札条件書、施設建設工事、機材調達・据付に関する契約書案等からなる入札

図書を作成する。施設建設工事、機材調達・据付に必要な費用の見積も業務として含まれる。 

2) 入札業務協力 

実施機関が行う建設工事会社の入札による選定に立会い、契約に必要な事務手続き及び日本国

政府への報告等に関する業務協力を行う。 
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3) 施工監理業務 

建設工事会社が実施する業務について、契約どおりに実施されているか否かを確認し、契約内

容の適正な履行を確認する。さらに、計画実施を促進するため、公正な立場に立ち、関係者に助

言、指導、関係者の調整を行う。主たる業務は以下のとおり。 

 建設工事会社から提出される施工計画書、施工図、機材仕様書、その他の図書の照合及び確認

手続き 

 納入される建設資機材、機材・家具の品質、性能の出荷前検査及び確認 

 建設設備機器、機材の納入・据付、取扱い説明の確認 

 工事進捗状況の把握と報告 

 竣工施設・機材の引渡しの立会 

コンサルタントは上記業務を遂行する他、国際協力機構等の日本国政府関係機関に対し、本計

画の進捗状況、支払い手続き、完了引渡し等について報告する。 

(3) 建設工事会社 

建設工事会社は一定の資格を有する日本国法人を対象とした一般入札により選定される。入札

は原則として最低価格入札者を落札者として、サモア財務省との間で建設及び機材調達契約を締

結する。契約に基づき建設工事会社は施設の建設、機材の調達、搬入、据付を行い、サモア側に

対し当該機材の操作と維持管理に関する技術指導を行う。また、機材引渡し後においても、有償

で主要機材のスペアパーツ・消耗品の供給及び技術指導を協力対象施設が受けられるよう、メー

カー、代理店との協力を基に後方支援を行う。 

(4) 独立行政法人国際協力機構（国際協力機構） 

国際協力機構は、無償資金協力の制度に従い、本協力の日本国政府の実施機関として本計画の

実施促進に必要な業務を行う。 

(5) 現地コンサルタント、現地建設工事会社 

現地コンサルタントが監理補助者として、日本人現場常駐監理者一名を補佐することで、全て

の監理業務を適切に遂行できる体制とする。 

また、現地建設工事会社には技術力及び動員力を有するところもあり、元請となる日本国法人

建設工事会社の下で下請けとして必要な能力を発揮することは可能である。 

3-2-4-2 施工上／調達上の留意事項 

(1) 施工上の留意事項 

1) 工程管理 

現地での工程管理上の最も大きな制約は、11 月から 4 月までの雨季に建設サイト内にて冠水し

ない仮設エリア・仮設道路を確保することと、雨季の基礎工事や外構工事等の工事計画である。

日本建設業者はこれらの工事用の仮設工事を行うとともに、これらの制約を考慮に入れた工程計

画を作成し工程管理を行う。 
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2) 安全管理 

建設工事中は、建設サイトを仮囲いで囲い、構内道路への出入り口を必要最小限に制限するこ

とで、工事車両や労務者の建設サイトへの出入りを管理し、SPREP 職員および来館者の安全に配

慮する。また、建設作業員においてはヘルメット、作業靴の着用を徹底し、高所作業においては

安全帯の使用を義務付ける。更に緊急連絡体制を整備し緊急時に日本大使館、現地 JICA 事務所

を始め日本へ迅速に連絡ができるよう体制を整える。 

3) 資材の盗難防止 

資材等の盗難防止のために、建設サイトには 3 交代で 24 時間警備を行う。 

(2) 機材調達上の留意事項 

1) 機材選定 

 PC 機材を取り扱う販売代理店はアピア市内に複数有るが、取扱い製品が限られており、消耗

品・交換部品の供給を含めたアフターセールスの実施を担保する観点から、ニュージーラン

ド等近隣国の代理店で取扱いのあるメーカー製品の調達を計画する。 

 研修・多目的室に計画する電子黒板、プロジェクター等は、アピア市内には適切な業者がな

いため、近隣国の代理店または、本邦調達を前提として品質・据付技術レベルを担保する。 

2) 免税措置 

サモアにおける付加価値税、関税、その他サモア国内で徴収される税は免税の対象となる。当

該契約を財務省が認定することにより免税措置を行うことができる。本件の主管官庁である財務

省が手続きを行う。 

3-2-4-3 施工区分／調達・据付区分 

本計画の事業実施は、日本国政府とサモア政府及びサモア政府から PCCC を貸与されることにな

る事業実施機関の SPREP からなるサモア側との相互協力により実施される。本計画が日本国政府

の無償資金協力により実施される場合の両国政府および SPREP の工事負担範囲は以下のとおりと

する。 

(1) 日本国政府側の負担事業 

本計画のコンサルティング及び施設建設、機材調達・据付に関する以下の業務を負担し実施す

る。 

1) コンサルタント業務 

 本協力対象施設、機材の詳細設計図書及び入札条件書の作成 

 建設工事会社及び機材調達会社の選定及び契約に関する業務支援 

 施設建設工事及び機材納入・据付け・操作指導・保守管理指導に対する監理業務 

2) 施設建設及び機材調達・据付け 

 本協力対象施設の建設 
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 本協力対象施設の建設資機材、機材の調達及び対象施設までの輸送と搬入 

 本協力対象機材の据付け及び試運転と調整 

 本協力対象機材の運転、保守管理方法の説明と指導 

(2) サモア側の負担事業 

表 3-15 サモア側負担事項 

建設工事関連 

 プロジェクトサイトの確保 

 
プロジェクトサイトの整地 

(倒木等の撤去・整地・樹木伐採) 

 植栽等の造園工事 

 電話回線の増設 

 既存サーバー用インターフェースの調達及び設置 

維持管理関連 

 日本国負担対象外の一般家具等 

 消耗品・交換部品 

 本協力対象施設・機材の活用と維持管理 

手続き関連 

 銀行取極の手続き及び契約金額支払い手数料、支払授権書及び修正授権書の通知手数料 

 開発許可、建築許可申請の手続き及びその他必要な各種許認可の発給 

 輸入資機材の税措置・通関手続きの迅速な対応 

 日本国法人及び日本人、第三国工事関係者に対する各種税の免税 

 日本人及び第三国工事関係者の入国及び滞在に必要な便宜供与 

 日本国負担以外の全ての必要経費 

 

3-2-4-4 施工監理計画／調達監理計画 

(1) 施工監理方針/調達監理方針 

日本国政府が実施する無償資金協力の方針に基づき、コンサルタントは協力準備調査の主旨を

踏まえ、詳細設計業務を含む一貫したプロジェクトチームを編成し、円滑な業務の実施を行う。

本計画の施工監理に対する方針は、以下のとおり。 

 両国関係機関の担当者と密接な連絡のうえ調整を図り、遅滞なく施設建設及び機材整備が完

了することを目指す。 

 建設工事会社及び機材調達会社とその関係者に対し、公正な立場に立ち迅速かつ適切な指

導・助言を行う。 

 施設及び機材据付け引渡後の運用・管理について適切な指導・助言を行い、建設工事及び機

材据付け工事が完了し契約条件が満たされたことを確認した上、施設、機材の引渡しに立会

い SPREP 及び財務省の受領確認を得て業務を完了させる。 

(2) 施工監理計画  

本計画は常駐監理者(建築担当)として工事全期間 1 名とローカル技術者を置く他、工事の進捗

状況に合わせ下記の技術者を適時派遣する。 

 業務主任 ：全体調整、工程・品質管理指導 

 建築担当 ：総合図説明、材料確認 
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 構造担当 ：地耐力確認、材料確認 

 機械設備担当 ：総合図説明、給排水設備・空調換気設備の中間・竣工検査 

 電気設備担当 ：総合図説明、電気設備の中間・竣工検査 

(3) 建設工事会社監督技師 

設計図書に合致した施設を工期内に完成させるため、建設工事会社は現地施工会社との共同作

業を円滑に運営し、適切な技術指導と工程管理を遂行する能力が要求される。さらに、本協力対

象施設の性格を理解したうえで、所定の品質の施設を実現するには、現地事情に通じた施工監督

技師の常駐が必要である。 

(4) 調達監理計画 

1) 業者打合せ・機器製作図確認（国内） 

打合せ内容は、機材調達工程（発注、検査、船積み、輸送、据付工事）の確認、業者側のプロ

ジェクトに係る体制（人員、報告フロー等）の確認、入札図書での提出要求書類の確認（機器製

作図、ユーティリティリスト等）などが予定される。 

2) 出荷前検査（国内） 

調達機材の一部はメーカーの製造工場にて全ての組立を完了し輸出梱包された状態で指定倉庫

へ搬入される。そのため、機材の出荷前にメーカー工場等にて出荷前検査を実施する。 

3) 船積前機材照合検査（国内） 

第三者検査機関による船積前機材照合検査に係る検査機関選定、検査用仕様書等の必要書類の

準備、検査証の確認および施主への検査終了報告書の作成を行う。 

4) 現地調達監理（現地） 

SPREP の担当責任者とともに調達業者が行う員数検査、検品、据付工事、調整・試運転、初期操

作指導、運用指導について現地における調達監理業務を行う。調達機材が契約通り納入されてい

るかメーカー、型番、仕様などをチェックするとともに、初期操作指導については具体的な参加

者名、部署、担当等が記され、指導終了のサインの入った確認書類を収集する。調達監理技術者

が担当し、据付工事から検収・引渡しまでの全ての期間において現地業務を行う。 

5) 検収・引渡し業務（現地） 

上記作業の完了後、引渡し業務の終了を SPREP 及び財務省の責任者に報告し、所定の手続きを

行う。常駐調達監理技術者が担当する。 

6) 満了前検査（現地） 

メーカー保証期間満了前検査を実施し、検査報告書の作成を行う。 

(5) 調達業者の調達管理計画 

1) 機器製作図確認 
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機材調達工程（発注、検査、船積み、輸送、据付工事）、プロジェクトに係る体制（人員、報告

フローなど）、入札図書での提出要求書類（機器製作図、ユーティリティリスト等）などについて、

打ち合わせの中でコンサルタントに対して説明し了解をとる。 

2) 出荷前検査立会い 

機材の一部はメーカーの製造工場にて全ての組立を完了し輸出梱包された状態で指定倉庫へ搬

入されるため、メーカー工場等にて出荷前検査を実施する。 

3) 船積前機材照合検査立会い 

各メーカーとの事前打合せおよび検査会社による船積前機材照合検査の立ち会いを行う。船積

後、船積書類のコピー（船荷証券、保険証券、インボイス、パッキングリスト等）を検査会社に

提出する。 

4) 現地調達管理 

全ての機材について、SPREP の担当責任者およびコンサルタントの立会いのもと員数検査、検品、

試運転、初期操作指導、運用指導を実施する。現地調達管理要員が担当する。 

3-2-4-5 品質管理計画  

(1) 基本方針・品質検査（施設） 

本計画での建設工事にかかる施工監理にあたっては建設工事の品質水準を確保するため、原則

として下記のようなサモア、または日本の基準に基づいて工事監理を実施する。 

主要工種の品質管理計画は、以下表 3-16 のとおり。 
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表 3-16 品質管理計画 

工事区分 監理項目 管理値 検査方法 品質規格 測定頻度 
結果の整理

方法 

土工事 地耐力 長期 294kN/㎡ 
(30ton/㎡)、

平板載荷試験 国際基準
※ 

各サイト 1ヵ所 試験報告書

 法面角度 計画値以内 ゲージ、目視  適宜 写真、書類
 床付精度 +0～-5cm 以内 レベル、目視  〃 〃 
 置換土厚 +5cm～0 〃  〃 〃 

鉄筋工事 鉄筋かぶり
厚 

地上部分 
（ 仕 上 げ あ
り）30mm 以上

目視、測定 国際基準
※ 

適宜 写真、書類

  土接基礎 60mm
以上 

〃  〃 〃 

  その他40mm以
上 

〃  〃 〃 

 加工精度 あばら筋・帯
筋 

〃  〃 〃 

  ±5mm     
  その他±10mm 〃  〃 〃 
 引張り試験 規準強度以上 現場抜き取り、ま

たは出荷時抜き
取り 

 各径鉄筋 200ｔに
1回、供試体 3 本 

試験結果報
告 

コンクリー
ト工事 

圧縮強度 管 理 強 度
27N/m ㎡以上 

試験場立合い(随
時) 

国際基準
※ 

1 回の打設毎、か
つ 50m3 毎に供試
体 3体以上 

試験結果報
告書 

 スランプ値 15cm±2.5cm 現場立合い  1 回の打設毎 写真、書類
 塩化物量 0.3kg/m3以下 試験片、現場立合

い 
 〃 〃 

 空気量 4.5% ±1.5% 現場立合  〃 〃 
 ｺﾝｸﾘｰﾄ温度

(荷卸時) 
35 度以下 現場立合  〃 〃 

 出来形精度 仕上がりの平
たんさを1mに
つき10mm以内

測定  型枠脱型時 〃 

組 積 工 事
(コンクリ
ートブロッ
ク) 

圧縮強度 各工場管理値
による 

採用工場決定後、
圧縮試験場立合
い 

国際基準
※ 

工場出荷前 1 回 試験結果報
告書 

左官工事、
塗装工事、
屋根工事、
建具工事 

材料・保管・
施工・調合・
塗り厚・養
生・施工精度 

特記仕様書に
よる 

同左 同左 適宜 写真、書類

給排水工事 給水管 漏れが無いこ
と 

水圧テスト
1.75Mpa で 60 分

国際基準
※ 

配管完了時、各系
統別 

試験結果報
告書 

 排水管 〃 満水テスト    

電気工事 電線 規定値以内 絶縁テスト 国際基準
※ 

〃 〃 

   通電テスト    

※BS, ASTM, JIS, ACI 等の国際基準 

(2) 基本方針（機材） 

経済的合理性を勘案し主な調達国を想定した上で、詳細設計時において想定される機材の原産

国及び調達先を再度確認して入札に臨む。業者選定時には原産国及び調達先の確認を行い、適切

な品質が確保されるよう留意する。 

(3) 品質検査（機材） 

機材の調達及び据付監理時において、工期、作業内容、配置計画等についてサモア側及び調達

業者と詳細な協議を行い、本計画に最適な調達計画を策定する。また調達機材の確定後は建築計
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画と綿密な摺り合わせを行いつつ、業務全般の円滑な進行を図る。調達監理上の留意点は以下の

とおり。 

 業者契約締結後すみやかに調達機材内容、配置計画、製造国、調達先、設置条件についてコ

ンサルタント、建設会社、機材調達業者、サモア側本施設担当者、と確認を行う。 

 日本国出荷製品については第三者機関に委託し、コンサルタント立会いのもと出荷前検査を

行う。 

 調達業者の設置工事についてコンサルタントから調達監理技師を派遣し、現場作業に立会い

配置計画に基づいて、施設・設備との取り合い工事の監理を行う。 

 最終引渡し検査では契約機材の員数、齟齬の有無、要求仕様・機能、取り扱い説明の実施状

況等を確認し、引渡し業務を遂行する。 

3-2-4-6 資機材等調達計画  

(1) 建設資材 

1) 調達方針 

建設資機材の調達は、サモアもしくは日本を基本とする。材料供給だけではなくメーカーによ

る施工が必要となるもの、完工後の定期的なメンテナンスが特に必要なものについては、サモア

や日本では調達できないことから第三国調達を想定する。 

2) 調達計画 

 建築躯体工事 

躯体工事用の砂、砂利、セメント、間仕切り壁用のコンクリートブロック等は現地市場で調

達する。鉄筋、型枠は日本からの調達とする。 

 建築内外装工事 

アルミサッシ、木材、タイル、カラー金属折板、塗料、ガラス等の各種内外装資材は、日本

からの調達とする。 

 衛生工事 

水中ポンプ、タンク類、衛生陶器については、日本からの調達とする。 

 電気工事 

照明器具、盤類、電線、配管材等は、日本からの調達とする。 
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表 3-17 主要建設資材調達計画リスト 

  
  

  
  

調達先
現地 日本 第三国 

[資材]      
  普通ポルトランドセメント ○   
  骨材 ○   
  異形鉄筋  ○  
  型枠用ベニヤ  ○  
  コンクリートブロック ○   
 鉄骨  ○  
  防水材  ○  
  軽量鉄骨材  ○  
  カラー金属折板  ○  
  アルミ製建具  ○  
  木製建具  ○  
  ガラス  ○  
  タイル  ○  
  石膏ボード  ○  
 吸音天井材  ○  
  ペンキ  ○  
[設備・電気]    
  空調機  ○  
  天井ファン  ○  
 ポンプ  ○  
  配管材・配管金物  ○  
  衛生陶器  ○  
  分電盤  ○  
  配線・配管  ○  
  照明器具  ○  
  避雷針  ○  
 消火栓  ○  
 太陽光発電システム  ○ ○ 
 エレベーター   ○ 
 嫌気性排水処理設備 ○   
[建設機械]    
 発電機 55ｋV ○   
 トラッククレーン 30t ○   
 ブルドーザ 15t ○   
 バックホー 0.8 ㎥ ○   
 タイヤローラー 8～20t ○   
 振動ローラー 0.8～1.1t ○   
 タンパ 60～100kg ○   
 トラック 11t ○   
 水中ポンプ Dia 150mm ○   
 コンクリートミキサー0.3 ㎥ ○   
 コンクリートポンプ車 60 ㎥/h ○   

 

(2) 機材 

機材調達先は原則としてサモアもしくは日本とする。これに加え、経済合理性の観点から、第

三国調達も検討する。 
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表 3-18 主要な機材調達先リスト 

機材名 
調達先 

現地調達 日本調達 第三国調達 

電子黒板 〇 ○ ○ 

プロジェクター  ○  

収納式電動スクリーン  ○  

コンピューター（高性能コンピューター1台＋普及

型コンピューター6台） 
 ○ ○ 

プロッター  ○ ○ 

データストレージ（サーバー用）  ○ ○ 

 

輸送計画は以下の通り想定する。 
   海路       海路    陸路 

日本国 → オークランド → アピア → 建設予定地 

3-2-4-7 初期操作指導・運用指導等計画 

機材の初期操作指導は、調達機材の搬入・据付時に機材調達業者の派遣する技術者により使用

者を対象に全機材について実施される。指導内容は操作方法、取り扱いに関する注意事項及び日

常点検、トラブルシューティング、また操作者レベルでの定期的な保守管理も含まれるものとす

る。機材が良好な状態を保つよう使用前、使用後の点検内容について指導するよう計画する。 

3-2-4-8 ソフトコンポーネント計画 

供与施設及び機材の適切な運用・維持管理は、現行の SPREP の組織及び体制で可能と判断され

ることから、日本側協力対象事業にはソフトコンポーネントを含めない。 

3-2-4-9 実施工程  

本計画が日本国政府の無償資金協力によって実施される場合の実施工程は以下の手順となる。 

 両国政府間で E/N、サモア政府と国際協力機構の間で G/A が締結される。 

 国際協力機構により日本国法人コンサルタントが推薦される。 

 サモア政府財務省と推薦を受けたコンサルタントとの間で詳細設計・監理契約が結ばれる。 

 詳細設計入札図書の作成、日本国での入札支援業務、請負業者との契約を経て建設・機材工事

に至る。 

(1) 詳細設計 

協力準備調査をもとに詳細設計図書と入札図書を作成する。その内容は、詳細設計図面、仕様

書、計算書、入札要項等で構成される。コンサルタントは詳細設計の初期、最終の各段階に SPREP

と綿密な打合せを行い、最終成果品を提出し、その同意を得て詳細設計業務が終了する。 
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(2) 入札・施工段階 

詳細設計終了後、日本国において建設工事入札について参加資格審(Prequalification : P/Q)

を公示する。審査結果に基づき、サモア政府財務省及び SPREP が入札参加を希望する建設工事会

社を招聘する。関係者立ち会いの下で入札を行い、最低価格を提示した入札者が、その入札内容

が適正であると判断された場合、落札者となりサモア政府財務省と請負契約を結ぶ。 

(3) 建設工事、機材工事 

契約書に署名後、日本国政府の認証を得て、請負業者は施設建設工事及び機材工事に着手する。

本計画の施設規模と現地建設事情より、建設工事及び機材調達・据付工事及び操作指導は合わせ

て約 13.5 ヶ月と判断される。これには順調な資機材の調達と、サモア側関係機関の迅速な諸手続

きや審査、円滑なサモア側負担工事の実施が前提となる。 

表 3-19 業務実施工程表 

 

 

 

 

  

（現地調査）

（現地調査）

（国内作業）

（現地作業）

（国内作業）

（入札/現地作業）

＜建設工事＞
（工事準備）

（基礎工事）

（躯体工事）

（設備工事）

（内外装工事）

（外構工事）

（検査・手直し）

＜機材工事＞
（輸送）

（据付・調整）

詳

細

設
計

・

入

札

計8ヶ月

7 8 9 10 11 121 2 3 4 5 136 14 15

2 13 143 4 5 6 15

施

工
・

調

達

計13.5ヶ月

土工事・基礎工事

上部躯体工事

7 8 9 10 11 121
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3-3 相手国側分担事業の概要 

本プロジェクトを日本国政府の無償資金協力により実施する上で、サモア側が負担する項目は

以下のとおりとなる。 

(1) 準備工事関連 

 プロジェクトサイトの確保 

 建設予定地の整地（倒木等の撤去・整地・樹木伐採） 

 電話回線の増設 

 既存サーバー用インターフェースの調達及び設置 

(2) 維持管理関連 

 日本国側協力対象外の一般家具及び什器備品の調達 

 日本国側協力対象建物周辺の植栽、造園工事 

 施設、機材の維持管理に必要となる消耗品・交換部品等の手当 

 無償資金協力で建設された施設と調達機材の適正・効果的な活用と維持管理 

(3) 手続き関連 

 銀行取極の手続き及び契約金額支払手数料の支払い、支払授権書、修正授権書の通知手数

料の支払い 

 建設工事に係る開発許可、建築許可申請の手続き 

 本プロジェクトの実施に必要とされる各種許認可、免許、公認等についての発給 

 無償資金協力範囲で調達される輸入資機材の税措置・通関手続きの迅速な対応 

 本プロジェクトに携わる日本国法人及び日本人、第三国工事関係者に対し、サモア国内で

課せられる関税、国内税その他の税制課徴金の免除 

 前項の日本人及び第三国工事関係者に対し、本プロジェクトの業務遂行のためのサモアへ

の入国及び滞在に必要な便宜供与 

 無償資金協力に含まれず、本プロジェクトの遂行に必要となるその他全ての費用負担 
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3-4 プロジェクトの運営・維持管理計画 

3-4-1 運営維持管理体制 

(1) 運営体制 

本プロジェクトは、サモア政府からの要請に基づき実施するものであるが、我が国がサモアに

供与するPCCCはサモア政府からSPREPに貸与され、SPREPが運営・維持管理・活用することになる。 

SPREPにおいては、加盟国からの拠出金（年間1百万USD程度）が管理費に充てられ、国際機関や

ドナーからプロジェクトまたはプログラム単位で提供される資金が主に事業費に充てられている

（一部資金については管理費に充当）。管理費と事業費を合わせた年度毎の合計予算については

プロジェクトやプログラムの改廃による影響を受けるものの、2010年の9百万米ドル弱であった予

算が2015年には17百万USDに至っており、大幅な増加傾向にある。 

本件事業で建設されるPCCCについては上記の管理費により施設の維持管理がなされるとともに、

PCCCを活用した研修等の事業運営については上記事業費で実施される予定である。また、2015年

時点でSPREPの職員数は定員122名で、CCDに33名が割り振られているが、全体の職員数及びCCDの

職員数ともに今後大幅な増加が見込まれている。研修を含むPCCCを活用したSPREPの気候変動分野

の各種事業運営については主にCCDの職員により実施される予定である。 

(2) 維持管理体制 

施設の維持管理の責任者として、施設サービス担当官が1名、組織管理部財務課に在籍している。

施設の維持管理計画の作成や、役務調達・業者契約に関わる業務を担当している。また、警備、

清掃、庭の手入れ、ゴミ収集、空調設備の保守点検、非常用発電機の保守点検などを専門業者に

外部委託している。 

簡易な機材の保守点検は職員が行い、大きな修理を必要とする場合には、メーカーや代理店に

依頼することになる。 

3-4-2 維持管理計画 

(1) 施設 

施設の維持管理においては、①日常の清掃の実施、②磨耗・破損・老朽化に対する修繕の 2 点

が中心となる。修繕については、構造体を保護する内外装仕上げ材の補修・改修が主体となる。

また、施設の機能維持のための改修は 10 年単位となる。施設の寿命を左右する定期点検と補修に

ついての細目は、建設工事会社より施設引き渡し時に｢維持管理取扱説明書｣として提出され、点

検方法や定期的な清掃方法の説明が行われる。 

その概要は、一般的に以下表 3-20 のとおり。 
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表 3-20 施設の定期点検の概要 

 各部の点検内容 点検回数 

外部 

・ 外壁の補修・塗り替え 

・ 屋根の点検、補修 

・ 樋・ドレイン廻りの定期的清掃 

・ 外部建具廻りのシール点検・補修 

・ 側溝・マンホール等の定期的点検と清掃 

塗替え 1回/5 年、補修 1回/3 年 

点検 1回/3 年、補修 1回/10 年 

1 回/月 

1 回/年 

1 回/年 

内部 

・ 内装の変更 

・ 間仕切り壁の補修・塗り替え 

・ 天井材の張り替え 

・ 建具の建て付け具合調整 

・ 建具金物の交換 

随時 

随時 

随時 

1 回/年 

随時 

 

(2) 建築設備 

建築設備については、故障の修理や部品交換等の補修に至る前に、日常の予防的維持管理が重

要である。設備機器の寿命は、正常操作と日常的な点検・給油・調整・清掃・補修等により、確

実に伸びるものである。これらの日常点検等により故障や事故の発生を未然に予防する事ができ

る。 

ポンプ等の機器は定期的な保守点検が必要であり、年 1 回程度の定期点検を行うことが肝要で

ある。なお、主要設備機器の一般的耐用年数は次のとおり。 

表 3-21 設備機器の耐用年数 

 設備機器の種別 耐用年数 

電気関係 

・配電盤 

・LED 照明 

・ 非常用発電機 

20 年～30 年 

40,000 時間 

30 年 

給排水設備 

・ポンプ類、配管･バルブ類 

・タンク類 

・衛生陶器 

15 年 

20 年 

25 年～30 年 

空調設備 

・配管類 

・排気ファン類 

・空調機 

15 年 

20 年 

10 年 

 

(3) 機材 

本プロジェクトでは、高度な維持管理技術を必要とする機材は計画されておらず、機材の日常

レベルでの保守点検は職員で可能である。職員で対応できない不具合が発生した場合は、主とし

てニュージーランド等近隣国の代理店に故障した機材を送付することでの対応となる。 

なお、サモア国内にある代理店では機材の購入は可能であるが補修サービスが行われている事

例はほとんどない。 
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3-5 プロジェクトの概略事業費 

3-5-1 協力対象事業の概略事業費  

日本国の無償資金協力により、協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費について、日本

国とサモア側との負担区分に基づく事業費の内訳は、下記（3）に示す積算条件によれば、次のと

おりと見積もられる。但し、この金額は交換公文上の供与限度額を示すものではない。 

(1) 日本国側負担経費 

概略総事業費 約 982 百万円 

表 3-22 概略総事業費 

費目 概略事業費（百万円） 

施設建設 798
816

機材調達 18

詳細設計・調達／施工監理 119 

予備的経費 47 

 

(2) サモア側負担経費 

本件実施期間中のサモア側負担経費は下表の通りである。 

表3-23 サモア側負担経費 

負担事項 
概算経費 

（NZD） 

円換算 

(円) 

樹木の伐採、伐根 10,600 860,000

建設予定地の整地 6,700 544,000

植栽・造園 9,000 731,000

電話回線の増設 38,100 3,091,000

既存サーバー用インターフェースの調達及び設置 6,200 503,000

一般家具什器備品の調達 13,300 1,079,000

開発許可、建築許可取得 61,000 4,948,000

支払い授権書通知手数料、支払い手数料等 12,200 990,000

合計 157,100 12,746,000

 
(3) 積算条件 

積算の条件を次のとおり設定する。 

 積算時点：平成 27 年 11 月 

 為替交換レート：NZD＝81.12 円、USD＝122.20 円 

 調達・施工期間：詳細設計・入札、建設工事・機材工事の期間は工事工程に示した通り。 

 その他：積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

3-5-2 運営・維持管理費  

(1) 運営・維持管理費 

施設及び機材引き渡し後、運用可能となる 2018 年から必要となる運営・維持管理費試算は、

下表の通りである。 
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表 3-24 運営・維持管理費の試算 
（単位：NZD/年） 

費目 プロジェクト実施後の支出額 

1) 電気代 69,627 

2) 水道代 395 

3) 燃料費 2,784 

4) 通信費 28,197 

5) 施設維持費 6,000 

6) 昇降機維持費 4,000 

7) 機材の運営・維持管理費 5,547 

合計 116,550 

（≒9,091 千円） 

※運用可能となる 2018 年までの物価上昇率を見込む。 

 

【算出根拠】 

1) 電気代 

既設建物の月間平均電気使用量は、21,400kWh であり、年間電気使用量は、 

21,400kWh ×12 ヶ月 ＝256,800kWh。 

既設建物の延べ床面積が約 3,075 ㎡であることから、新設建物の想定年間電気量は、 

256,800kWh ÷3,075 ㎡ ×1,600 ㎡ ≒133,600kWh。 

一方、太陽光パネル 20kW を設置することによる想定年間発電量は、21,600kWh3であるため、そ

の差分は、133,600kWh －21,600kWh ＝112,000kWh。 

単位電気料金は 0.96WST であり、物価上昇率 2.79％を加味して、算出する。 

112,000kWh ×0.96WST ×1.0279 ×0.63 NZD/WST ≒69,627NZD。 

2) 水道代 

既存の月間平均水道料金は、職員数 122 名で、WST114.00 である。 

新設建物は収容職員数 54 名であり、物価上昇率 2.79％を加味して、想定年間水道料金を算出す

る。 

114.00WST/MONTH ×12 ÷122 ×54 ×1.0279 ×0.635NZD/WST ≒395NZD。 

3) 燃料費 

 非常用発電機 

  ディーゼル式発電機 1 台が新設され、その運転費用が新たな支出となる。月平均 2 回の停電

が想定されるため、1 回当り平均 3 時間の運転時間を想定し、物価変動係数 2.79％を加味して

算出する。 

 17.1ℓ/h ×3 時間 ×2回×12 ヶ月 ×NZD2.2/ℓ ×1.0279 ≒2,784NZD 

4) 通信費 

                                                  
3 （独）新エネルギー・産業技術総合開発機構が平成 24 年 3 月 30 日に公開した関東地方の日射量データをもとに

算出した年間発電量とした。 
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物価変動係数 2.79％を加味して算出する。 

 インターネット 

  既存の契約内容から変更が無いものと想定し、新設建物建設による増加は無いとする。 

 電話 

既存の電話維持費費（24UNIT）は、月平均 7,200WST であり、職員数按分から、その半分が新

たに必要となるものと推定する。 

7,200WST ÷2 ×12 ×1.0279 ×0.635NZD/WST＝28,197NZD 

5) 施設維持費 

 建築修繕費 

建築修繕費は経年により大きく変化するが、竣工後 10 年間の平均修繕費は、仕上工事費全体

の約 0.1％と想定する。 

2,000 NZD/年 

 設備補修費 

設備補修費は竣工後 5 年程度の間は少ないが、それ以降は部品交換や機器交換が増加する。

10 年間のスパンでみた年平均補修費は、設備直接工事費の約 0.2％と想定する。 

4,000 NZD/年 

6) エレベーター維持費 

  エレベーターの適切な維持管理のため、年 1回の定期的なメンテナンスが必要である。 

 4,000 NZD/年 

7) 機材の運営・維持管理費 

維持管理が必要となる資機材について、年間維持管理費用の試算と内訳を以下の表 3-25 にとり

まとめる。 

5,547 NZD/年 

表 3-25 新規調達機材に係る維持管理費用の内訳 

No. 機材名 数量 維持管理費用の明細（1台） 小計 

a2 プロジェクター 3 
水銀ランプ:50,000 円/個 

50,000 円×3 個=150,000 円 
150,000 円

c11 データストレージ 1 
ネットワークの維持管理費用を機材コ

ストの 5%程度として試算する。 
300,000 円

年次維持管理費用概算 
450,000 円

(5,547NZD)

 

(2) プログラム管理収入による運営・維持管理費への対応 

PCCC を含む施設・機材等の維持管理費は組織管理部の予算から拠出される。SPREP が実施す

る全てのプロジェクトおよびプログラム費用の中から、10%程度がプログラム管理収入として、

組織管理局の予算に計上されており、これがプロジェクトやプログラムの管理に必要な人件費

や施設・機材の運営・維持管理費等に充てられている。 
下表に、過去 5 年間のプログラム管理収入の推移を示す。SPREP の事業拡大傾向を反映し 2010



3-46 

年から 2015 年まで平均 12%の増加率を示しており、2015 年時点で 1,129,449US＄（≒127,210 千

円）に達している。今後見込まれる更なる事業量の増加等も考え合わせると、2018 年の施設及び

機材引き渡し以降、プログラム管理収入の中から本件にかかる運営・維持管理費について十分に

対応できるものと考えられる。 

表 3-26 過去 5年間のプログラム管理収入（米ドル） 

 

費目 え 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 

プログラム 

管理費 
646,112 755,601 846,214 939,518 1,169,274 1,129,449



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4章 プロジェクトの評価 
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第 4 章 プロジェクトの評価 

4-1 事業実施のための前提条件 

本プロジェクトは既に SPREP 敷地内に用地が確保されているため、用地取得に係る前提条件は

ない。整地（樹木の伐採、倒木等の撤去を含む）は SPREP 側の責任で実施することが前提となる。

また開発許可、建築許可、免税手続き及び 3 章で記述の先方負担事項について、本プロジェクト

の実施に支障のないよう SPREP 側で必要な手続き等が遅滞なく実施されることが前提となる。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項  

本プロジェクト全体計画達成のために、以下の事項についてSPREP側による適切な実施または準

備が行われることが必要である。 

 3-3節で既述の先方負担事項の実施 

 調達される機材・建設される施設の使用・維持管理のために必要な予算の確保 

 研修活動の実施を含む気候変動関連業務に必要な予算・人材の確保 

4-3 外部条件  

PCCCを活用して実施される研修活動の予算はプロジェクトまたはプログラム単位でドナー機関

の支援を受け担保されるものであるため、本プロジェクト効果が発現、持続するためには、今後

も SPREP が気候変動分野でドナーからの資金提供を継続的に受け、各研修プログラムが計画通り

実施されれることが条件となる。 

気候変動分野における近年の国際情勢を鑑みると COP21 における合意を踏まえ、今後も各ドナ

ーによる気候変動対策への投資の優先度は高まると期待される。UNDP はこれまで SPREP を大洋州

地域における最大の協力機関と位置付けており、殆どの環境プロジェクトは SPREP を通して実施

している。UNEP や WMO も SPREP 内に事務局を置き、緊密な連携を保っている。さらに SPREP は 2015

年に GCF の地域実施機関に指定され、同基金からの資金による活動予算の大幅な増加が見込まれ

ている。以上のことから、この前提条件については十分満たされる可能性が高いものと思われる。 

4-4 プロジェクトの評価  

4-4-1 妥当性  

本プロジェクトは以下の点から、我が国の無償資金協力による対象事業として、妥当性が認め

られる。 

(1) プロジェクトの裨益対象 

SPREP における研修活動は加盟する 26 の国と地域を対象に行われており、大洋州の全域（ハワ

イを除く）をカバーしている。研修プログラムには各国からの代表者がそれぞれ 2～3名ずつ参加

するのが通例となっているため、本プロジェクトの裨益対象はこれらの国・地域の政府及び国民

であると言える。このように、裨益対象が広範に及ぶことから本プロジェクトの妥当性が高いと

認められる。 

(2) 当該国・地域の中期開発計画の目標達成への貢献 
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既述のとおり、SPREP の事業は、「気候変動取組のための太平洋諸島枠組（2006～2015）」や、

その後継の「大洋州気候変動及び災害に対する強靭性開発戦略（2017～30）」等の上位計画の中で

定められる各目標と明確に対応しており、本プロジェクトによって SPREP の機能強化を図ること

は、これらの計画の目標達成に大きく貢献するものであると考えられる。 

 また、サモアの中期開発計画である Strategy for the Development of Samoa (SDS) 2012 – 2016

では、環境セクターについて、環境の持続可能性と気候変動・災害に対する強靭性を目標として

掲げている。これを受け「National Environment and Development Sector Plan 2013-2016」に

おいても、「グリーン成長を通じた環境の持続可能性と災害に対する強靭性の強化」が目標に掲げ

られている。SPREP の機能強化は、サモア政府を含む PICs の気候変動への適応・緩和策の促進に

資するため、サモアの目標達成にも大きく貢献することが見込まれる。そのため、本プロジェク

ト実施の妥当性は十分に認められる。 

(3) 我が国の援助政策・方針との整合性 

2012 年開催のPALM6で採択された「沖縄キズナ宣言」の中で、「環境・気候変動」並びに「自

然災害への対応」が協力の柱として位置付けられ、気候変動及び防災セクターへの支援表明が強

調された。また、2015年開催のPALM7で採択された「福島・いわき宣言」において、気候変動に対

する包括的かつ長期的なアプローチの必要性が強調された。これに対し、我が国はSPREPと協働し

て包括的な支援を実施する意図を示し、PCCCの整備等や、太平洋地域全体に対する気候変動への

人材育成と能力強化支援に言及している。さらに、我が国は2015年12月のCOP21においても、2020

年までに官民あわせて年間約1兆3千億円の気候変動関連の途上国支援を達成するという数値目標

を表明しており、本プロジェクトの実施はこの方針と一致するものである。また、外務省の対サ

モア国別援助方針の重点分野における「気候変動対策」及び、大洋州地域JICA国別分析ペーパー

の中にある協力の重点分野「環境保全」及び「防災｣にも合致している。 

4-4-2 有効性  

以下に本プロジェクトの実施により期待される目標値を示す。 

(1) 定量的効果 

表 4-1 定量的効果 

指標名 
基準値 

（2015 年実績値） 
目標値（2021 年） 
【事業完成 3年後】 

研修・多目的室の稼働率（％） 0％ 61％ 

PCCC のデモンストレーション

効果の裨益者数（人/年） 

1) 0 人/年 

 

1) 1400 人/年＊1 

(SPREP 本部に来館する研修者数) 

 2) 0 人/年 2) 23,000 人/年＊2 

(SPREP が運営する気候変動関連ポータ

ルサイトへの訪問者数) 

＊1 A) PCCC を研修で利用することにより、PCCC の環境デザインを体験・学習する人数は 708 人/年である。 

B) TEC の研修参加者が、PCCC を訪問することで、PCCC の環境デザインを体験・学習する人数は 685 人/年である。 
＊2 SPREP が運営する気候変動関連ポータルサイト（Pacific Climate Change Portal）に、PCCC の環境デザイン情報を掲載す

ることで、当該ページを訪問し PCCC の環境デザインを学習する人数 

Pacific Climate Change Portal の年間訪問者数は、23,000 人。同サイトのトップページに PCCC の環境デザイン情報を掲

載することで、同サイトの年間訪問者数が直接学習者数となるものと想定する。 
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（2）定性的効果 

PCCC の建設により以下の効果が期待される。 

 気候変動に対する地域的な取り組みに関する SPREP の情報蓄積・発信能力の向上 

 気候変動分野における SPREP のドナー連携能力の強化 

 SPREP 及び加盟国による気候変動資金の活用促進 

（案件形成等の能力向上により、気候変動資金の活用が促進される。） 
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1. 調査団員・氏名  



 
 

調査団員・氏名 

現地調査 1-1：2015 年 5 月 11 日～同年 5月 31 日 

No 氏名 担当 会社 

1 深瀬 豊 総括 
JICA地球環境部 

環境管理第1チーム 課長 

2 池上 宇啓 計画管理 

JICA地球環境部 

気候変動対策室 兼 環境管理

グループ 企画役 

3 望月 裕明 業務主任/環境研修施設 ㈱山下設計 

4 豊島 淳子 環境研修計画/運営維持計画 ㈱パデコ 

5 ﾋﾞｻｲﾅ・ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 研修管理計画 ㈱山下設計 

6 津本 正芳 環境管理型設備計画1 ㈱山下設計 

7 鈴木 正知 環境管理型設備計画2 ㈱山下設計 

8 横山 元晴 建築設計2 ㈱山下設計 

 

 

現地調査 1-2：2015 年 6 月 27 日～同年 7月 5日 

No 氏名 担当 会社 

1 望月 裕明 業務主任/環境研修施設 ㈱山下設計 

2 黒田 信吾 副業務主任/建築設計 ㈱山下設計 

3 豊島 淳子 環境研修計画/運営維持計画 ㈱パデコ 

4 ﾋﾞｻｲﾅ・ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 研修管理計画 ㈱山下設計 

 

 

現地調査 1-3：2015 年 8 月 25 日～同年 9月 3日 

No 氏名 担当 会社 

1 望月 裕明 業務主任/環境研修施設 ㈱山下設計 

2 ﾋﾞｻｲﾅ・ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 研修管理計画 ㈱山下設計 

 

 



 
 

現地調査 2 ：2015 年 10 月 18 日～同年 11 月 1 日 

No 氏名 担当 会社 

1 望月 裕明 業務主任/環境研修施設 ㈱山下設計 

2 黒田 信吾 副業務主任/建築設計 ㈱山下設計 

3 ﾋﾞｻｲﾅ・ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 研修管理計画 ㈱山下設計 

4 近藤 孝夫 施工計画/積算 ㈱山下設計 

5 原田良志 機材計画/調達計画/積算 ㈱アールコンサルタンツ 

 

 

現地調査 3(ドラフト説明調査)：2016 年 5 月 21 日～同年 5 月 26 日 

No 氏名 担当 会社 

1 柴田 和直 総括 
JICA地球環境部 

環境管理第2チーム 課長 

2 丸林 愛 計画管理 
JICA地球環境部 

環境管理第1チーム 専門嘱託 

3 望月 裕明 業務主任/環境研修施設 ㈱山下設計 

4 黒田 信吾 副業務主任/建築設計 ㈱山下設計 

5 ﾋﾞｻｲﾅ・ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 研修管理計画 ㈱山下設計 

6 原田良志 機材計画/調達計画/積算 ㈱アールコンサルタンツ 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 調査行程 



 
 

現地調査 1-1：2015 年 5 月 11 日～同年 5月 31 日 

官団員

1 2 3 4 5 6

日順 日付 曜日
業務主任/環境研

修施設
環境研修計画/運

営維持計画
研修管理

計画
環境配慮型
設備計画 1

環境配慮型設備
計画 2

建築設計
2

望月　裕明 豊島　淳子
ﾋﾟｻｲﾅ・

ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 津本　正芳 鈴木　正知 横山　元晴

1 5/11 月 成田→ 5)に同じ

2 5/12 火
→オークランド

オークランド建設
資材調査

5)に同じ

3 5/13 水
オークランド建設
資材調査、→アピ

ア
5)に同じ

4 5/14 木
SPREP

既存施設調査
5)に同じ

5 5/15 金
関係省庁許可申

請調査
EIA確認

5)に同じ

6 5/16 土 1)に同じ 建設市場調査 成田→ 5)に同じ

7 5/17 日 1)に同じ 書類整理
オークランド→ア

ピア
書類整理

8 5/18 月
1)に同じ
SPREP

活動調査
1)に同じ

1)に同じSPREP
協議

SPREP
設備調査

5)に同じ

9 5/19 火
SPREP

活動調査
1)に同じ

SPREP
協議

SPREP
設備調査

5)に同じ

10 5/20 水
SPREP調印、アピ

ア→
SPREP調印 SPREP

活動調査
1)に同じ

SPREP
協議

インフラ許可申請
調査

5)に同じ

11 5/21 木
オークランド→成

田
SPREP調査、ﾃｸﾆ

ｶﾙﾉｰﾄ協議
SPREP

活動調査
1)に同じ 1)に同じ

インフラ許可申請
調査

5)に同じ

12 5/22 金
SPREP調査、ﾃｸﾆ

ｶﾙﾉｰﾄ協議
SPREP

活動調査
1)に同じ 1)に同じ

電気・機械設備事
情調査

5)に同じ

13 5/23 土
団内協議
資料整理

1)に同じ
団内協議
アピア→

5)に同じ 5)に同じ

14 5/24 日 資料整理 1)に同じ
オークランド→

成田
5)に同じ 5)に同じ

15 5/25 月
SPREP調査、ﾃｸﾆ

ｶﾙﾉｰﾄ協議
SPREP

活動調査
1)に同じ

16 5/26 火
SPREP調査、ﾃｸﾆ

ｶﾙﾉｰﾄ協議
SPREP

活動調査
1)に同じ

17 5/27 水
SPREP調査、ﾃｸﾆ

ｶﾙﾉｰﾄ協議
SPREP

活動調査
1)に同じ

18 5/28 木
SPREP調査、ﾃｸﾆ

ｶﾙﾉｰﾄ協議
SPREP

活動調査
1)に同じ

19 5/29 金
大使館、JICA事

務所報告
SPREP

活動調査
1)に同じ

20 5/30 土
資料整理
アピア→

1)に同じ

21 5/31 日
オークランド→

成田
1)に同じ

SPREPミニッツ協議

コンサルタント団員

成田→

オークランド→アピア

JICA事務所表敬、財務省・外務省表
敬、SPREP協議

総括
深瀬　豊

計画管理
池上　宇啓

 

  



 
 

現地調査 1-2：2015 年 6 月 27 日～同年 7月 5日 

1 2 3 4

日順 日付 曜日 業務主任/環境研修施設
副業務主任/

建築計画
環境研修計画運営維持計画

研修管理
計画

望月　裕明 黒田　信吾 豊島　淳子
ﾋﾟｻｲﾅ・

ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ

1 6/27 土

2 6/28 日

3 6/29 月 1)に同じ 1)に同じ

4 6/30 火

5 7/1 水

6 7/2 木

7 7/3 金

8 7/4 土

9 7/5 日

資料整理
アピア→

オークランド→成田

電力会社訪問
建設市場調査

SPREP活動調査

SPREP協議 SPREP協議、ドナー調査

SPREP協議、JICA事務所報告、大使館報告 SPREP協議、ドナー調査

コンサルタント団員

成田→

オークランド→アピア

JICA事務所表敬
SPREP協議

建設市場調査
SPREP調査

SPREP活動調査

 

 

現地調査 1-3：2015 年 8 月 25 日～同年 9月 3日 

1 2

日順 日付 曜日 業務主任/環境研修施設
研修管理

計画

望月　裕明 ﾋﾟｻｲﾅ・ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ

1 8/25 火 成田→

2 8/26 水 オークランド→アピア

3 8/27 木 JICA事務所表敬、SPREP協議 1)に同じ

4 8/28 金 SPREP協議 1)に同じ

5 8/29 土 資料整理

6 8/30 日 資料整理

7 8/31 月 JICA事務所 1)に同じ

8 9/1 火 SPREP協議、JICA事務所・大使館報告 1)に同じ

9 9/2 水
資料整理
アピア→

10 9/3 木 オークランド→成田

コンサルタント団員

 

 

 

 



 
 

現地調査 2：2015 年 10 月 18 日～同年 11 月 1 日 

1 2 3 4 5

日順 日付 曜日 業務主任/環境研修施設 副業務主任/建築計画 研修管理計画
施工計画/

積算

機材計画/
調達計画/

積算

望月　裕明 黒田　信吾
ﾋﾟｻｲﾅ・

ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 近藤　孝夫 原田良志

1 10/18 日 成田→ 1）に同じ

2 10/19 月
オークランド見積調査
→アピア

1）に同じ

3 10/20 火
現地JICA表敬、SPREP

協議
1）に同じ 成田→

4 10/21 水
SPREP協議
敷地測量手配

サイト調査
建設事情調査、

見積回収
オークランド→アピア

5 10/22 木 SPREP協議
サイト調査

建設事情調査、
見積回収

SPREP協議

6 10/23 金 SPREP協議
サイト調査

建設事情調査、見積回
収

SPREP調査

7 10/24 土 EPAオフィス視察 成田→ 1）に同じ 1）に同じ テクニカルノート案作成

8 10/25 日 団内協議 オークランド→アピア 団内協議 団内協議

9 10/26 月 SPREP協議
サイト調査

建設事情調査、
見積回収

SPREP調査
調達事情調査

10 10/27 火 SPREP協議
サイト調査

建設事情調査、
見積回収

SPREP調査
調達事情調査

11 10/28 水 テクニカルノート協議
サイト調査

建設事情調査、
見積回収

1）に同じ

12 10/29 木 テクニカルノート協議
サイト調査

建設事情調査、
見積回収

1）に同じ

13 10/30 金 1）に同じ
サイト調査

建設事情調査、
見積回収

1）に同じ

14 10/31 土 1）に同じ 1）に同じ

15 11/1 日

コンサルタント団員

アピア→

オークランド→成田 オークランド→成田

SPREP協議

SPREP協議

テクニカルノート協議

テクニカルノート協議

テクニカルノートサイン、JICA事務所報告
大使館報告

 

 

現地調査 3(概要説明調査) ：2016 年 5 月 21 日～同年 5月 26 日 

官団員

1 2 3 4

日順 日付 曜日 業務主任/環境研修施設 副業務主任/建築計画 研修管理計画
機材計画/調達計画/

積算

望月　裕明 黒田　信吾
ﾋﾟｻｲﾅ・

ﾚｲﾙｱ・ﾚｲｻﾑ 原田良志

1 5/21 土 1)に同じ

2 5/22 日 1)に同じ

3 5/23 月

4 5/24 火

5 5/25 水 ミニッツ署名 1)に同じ

6 5/26 木 1)に同じ

コンサルタント団員

オークランド→成田

成田→

オークランド→アピア

ミニッツ署名、アピア→

SPREP協議

JICA事務所表敬、財務省、SPREP協議

総括　柴田　和直

計画管理　丸林　愛

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 関係者（面会者）リスト 



関係者（面会者）リスト 

 

■外務・貿易省 Ministry of Foreign Affairs and Trade 

Mr. Aiono Mose Sua Chief Executive Officer 

Ms. Sharon Georgina Potoi - Aiafi Assistant Chief Executive Officer, Scholarships, 

Bilateral & Training 

■財務省 Ministry of Finance 

Mr. Sili Epa Tuioti Minister 

Mr. Lavea Tupa’imatuna Iulai Lavea Chief Executive Officer 

■太平洋地域環境計画事務局 SPREP（Secretariat of the Pacific Regional Environment Programme )

Mr. Kosi Latu Director General 

Mr. David Sheppard Director General (2009~2015) 

Ms. Audrey Brown-Pereira Executive Officer 

・気候変動局 Climate Change Division 

Ms. Netatua Pelesikoti Director Climate Change 

Mr. Espen Ronneberg Climate Change Adviser 

Mr. Tommy Moore 

Pacific Islands Global Ocean Observing System 

(PIGOOS) Officer 

Mr. Salesa Nihmei Meteorology & Climate Officer,  

・生物多様性／生態系保全局 Biodiversity and Ecosystem Management Division 

Mr. Stuart Chape Director, Biodiversity and Ecosystem 

Ms. Easter Galuvao Biodiversity Adviser 

・環境モニタリング／ガバナンス局 Environmental Monitoring & Governance Division 

Mr. Jope Davetanivalu Planning and Capacity Development Adviser 

・廃棄物汚染対策局 Waste Management and Pollution Division  

Mr. Antony Talouli Pollution Adviser 

・組織管理局 Corporate Services  

Mr. Christian Slaven IT Manager 

Mr. Epeli Tagi IT Network and Systems Support Engineer 

Ms. Alofa Tuuau Finance and Administration Adviser  

Mr. Lawrence Warner Property Services Officer 

Ms. Miraneta Williams Hazelman Information Resource Centre Manager 



Ms. Simeamativa Leota Vaai Human Resources Adviser 

■公共事業・運輸・インフラ省 MWTI (Ministry of Works, Transport & Infrastructure) 

Ms. Anne Milbank Assistant Chief Executive Officer  

■都市計画管理局 PUMA(Planning Urban Management Agency) 

Ms. Ferila Blown Principal sustainable department officer 

■電力公社 EPC (Electric Power Corporation) 

Mr. Faumuina Iese Toimoana Legal & Quality Assurance Manager 

■消防救急署 FESA(Fire and Emergency Service Authority) 

Mr. Lelevaga Faafouina Mupo Commissioner 

■国連開発計画 UNDP (United Nations Development Programme) 

Sala Georgina Bonin Assistant Resident Representative 

■アジア開発銀行 Asian Development Bank 

Ms. Maeva Betham Vaai Liaison Officer 

■世界気象機関 WMO (World Meteorological Organization) 

Mr. Henry taiki WMO Officer for the South-West Pacific 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 討議議事録（Ｍ／Ｄ） 

























































































 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 参考資料 



 
 

収集資料 

 

Secretariat of the Pacific Regional Environment Programme Pacific Climate Change Centre Business Plan 

(DRAFT) 26 October 2015 (ソフトコピー) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. その他の資料・情報 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

6-1 図・表 

 

  



その他の資料・情報 

1-1-1 現状と課題 

2) SPREP における研修活動の概要 

表 1-1 SPREP が実施した研修規模毎の年間延べ日数（2010 年‐2014 年） 

2014 年 

局 研修者数 合計（日） 

気候変動 

10≦S 26 

10<S≦20 49 

20<S≦50 32 

50<S≦100 10 

S≦100 

その他の部局 

10≦S 42 

10<S≦20 107 

20<S≦50 72 

50<S≦100 10 

S≦100 1 

合計 349 

2013 年 

局 研修者数 合計（日） 

気候変動 

10≦S 9 

10<S≦20 69 

20<S≦50 29 

50<S≦100 11 

S≦100 

その他の部局 

10≦S 112 

10<S≦20 75 

20<S≦50 80 

50<S≦100 19 

S≦100 6 

合計 410 

2012 年 

局 研修者数 合計（日） 

気候変動 

10≦S 44 

10<S≦20 31 

20<S≦50 46 

50<S≦100 11 

S≦100 

その他の部局 

10≦S 196 

10<S≦20 79 

20<S≦50 74 

50<S≦100 25 

S≦100 5 

合計 511 

2011 年 

局 研修者数 合計（日） 

気候変動 

10≦S 10 

10<S≦20 14 

20<S≦50 27 

50<S≦100 2 

S≦100 7 



その他の部局 

10≦S 24 

10<S≦20 116 

20<S≦50 45 

50<S≦100 6 

S≦100 3 

合計 254 

2010 年 

局 研修者数 合計（日） 

気候変動 

10≦S 10 

10<S≦20 21 

20<S≦50 30 

50<S≦100  

S≦100  

その他の部局 

10≦S 34 

10<S≦20 82 

20<S≦50 58 

50<S≦100 1 

S≦100 5 

合計 241 

出典：SPREP 提供資料に基づき調査団作成 

注 1：研修及び国際会議等を含む。 

注 2：延べ参加者数は、各研修の参加者数×日数を合計したものである。 

 

 

 

	
出典：SPREP 提供資料に基づき調査団作成 

図 1-1 SPREP が実施した研修規模毎の年間延べ日数（2010 年‐2014 年） 
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(3) SPREP における将来研修計画 

表 1-2 今後 5年間を目途とした将来計画における 1年当たりの研修開催延べ日数 

出典：SPREP 提供資料に基づき調査団作成 

 

 

表 1-3 SPREP 研修計画（2016～） 

研修ｺｰｽ名 
優先度

*1 

担当部

署*2

参加

者数
対象者 

期間 

(日/年) 
必要機材 

ﾃｰﾏ 1：気候変動の主流化、政策実現、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、評価 

政府間交渉担当者に対する能力

強化研修 
B CCD 50 政府関係者 8   

政府高官を対象にした UNFCCC 準

備ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
B CCD 50 政府高官 4   

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・評価研修 C CCD 70 政府関係者 6   

ﾃｰﾏ 2：気候変動緩和・適応ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの立案と実施 

気候変動適応・緩和新規ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

に関する研修 
C CCD 50 

政府高官、政府

関係者、ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

3   

移入種と気候変動の影響 A BEM 70 

気候変動専門

家、政府関係

者、研究者、NGO

3 
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗ、GIS 

ﾃｰﾏ 3：気候変動科学、気象学、気象関連サービス 

太平洋島嶼国気候ｱｳﾄﾙｯｸﾌｫｰﾗﾑ

(PICOF) 
B CCD 150 

気候変動専門

家、政府関係

者、研究者、

NGO、企業等 

6 
遠隔会議ｼｽﾃﾑ、IT

ｾﾝﾀｰ 

気候ｱｳﾄﾙｯｸｵﾝﾗｲﾝﾌｫｰﾗﾑ(OCOF) A CCD 34 

気候変動専門

家、政府関係

者、研究者、

12 
遠隔会議ｼｽﾃﾑ、IT

ｾﾝﾀｰ 

局 研修者数 Confirmed Committed 
Other 

Priority 
小計 

気候変動関連 

10≦S 0 0 0 0 

10<S≦20 26 15 0 41 

20<S≦50 16 24 3 43 

50<S≦100 30 11 22 63 

S≦100 0 12 9 21 

小計 72 62 34 168 

その他 

10≦S 10 0 0 10 

10<S≦20 25.5 10 2 37.5 

20<S≦50 160 67 17 244 

50<S≦100 60 3 0 63 

S≦100 4 5 0 9 

 小計 259.5 85 19 363.5 

合計 331.5 147 53 531.5 



NGO、企業等 

CliDE 及びCliDESc ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ研修 A CCD 40 政府関係者 10 ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾊﾞｰ 

気候・気象一般研修 B CCD 90 
政府関係者、研

究者 
6 

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽｻｰﾊﾞｰ、遠

隔会議ｼｽﾃﾑ 

気候変動科学研究特別研修 A CCD 20 

研究機関、政府

関係者、学生、

ﾊﾟｰﾄﾅｰ機関 

20 IT ｾﾝﾀｰ 

気候・気象・災害早期警戒ｼｽﾃﾑに

関するﾂｰﾙの利用法特別研修 
C CCD 70 

政府関係者、環

境関連機関 
10 IT ｾﾝﾀｰ､ｻｰﾊﾞｰ 

IT ﾂｰﾙ及びｻﾎﾟｰﾄに関する特別研

修 
B CCD 30 IT 技術者 6 IT ｾﾝﾀｰ、ｿﾌﾄｳｪｱ 

気象庁職員に対する技術研修 B IT 20 政府関係者 10 
ｻｰﾊﾞｰ、遠隔会議ｼ

ｽﾃﾑ 

気候予測ｿﾌﾄ特別研修 B CCD 90 政府関係者 5   

ﾀﾞｳﾝｽｹｰﾙ手法を用いた季節的気

候予測特別研修 
B CCD 90 政府関係者 5   

ﾓﾃﾞﾙﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ分析ｿﾌﾄ特別研修 A CCD 90 政府関係者 5   

海洋ﾃﾞｰﾀと応用 A CCD 90 
政府関係者、

NGO、企業等 
4  

大洋州島嶼国海洋学会議 C CCD  
政府関係者、

NGO、企業等 
3  

WiFi、遠隔会議ｼｽ

ﾃﾑ 

ﾃｰﾏ 4：気候変動対策ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ 

ﾛｸﾞﾌﾚｰﾑ･ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ評価研修 C CCD 70 政府関係者 6 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 

ｵﾝﾗｲﾝﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾂｰﾙに関する研修 B CCD 20 政府関係者 10 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 

ﾘｽｸ及び脆弱性評価研修 B CCD 20 政府関係者 5 ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ 

ﾃｰﾏ 5：ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ、情報ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

ﾒﾃﾞｨｱ及び気象庁職員に対するｺﾐ

ｭﾆｹｰｼｮﾝ研修 
A CCD 80 

ﾒﾃﾞｨｱ関係者、

気象庁職員 
15 

IT ｾﾝﾀｰ、遠隔会議

ｼｽﾃﾑ 

情報管理研修 A CCD 60 政府関係者 6 
IT ｾﾝﾀｰ､ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ

ﾗﾎﾞ 

ｻﾓｱ周辺の学校に対する教育普及 C CCD 150 学生 6   

ﾃｰﾏ 6：資金調達 

気候変動財務研修 B CCD 50 政府関係者 6   

その他の分野：環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ及びｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 

ｻﾓｱ政府及び在ｻﾓｱ諸機関に対す

る EIA 研修 
A EMG 30 政府関係者 10 

GPS,ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ､ﾏﾙ

ﾁｺﾌﾟﾀｰ 

環境ｱｾｽﾒﾝﾄ、戦略的環境ｱｾｽﾒﾝﾄに

関する研修 
A EMG 30 EIA 実施者 5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

UNEP 多国間ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄによる環境ﾓ

ﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ開発能力強化研

修 

A EMG 45 政府関係者 10 IT ｾﾝﾀｰ 

ﾘﾓｰﾄｾﾝｼﾝｸﾞｳﾞｪﾘﾌｨｹｰｼｮﾝ、環境資

源ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ、気候ﾘｽｸ・気候変動影

響ﾏｯﾋﾟﾝｸﾞ、家計調査、ﾃﾞｰﾀ辞書、

ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃﾞｰﾀ収集に関する研修 

C EMG 50 政府関係者 10 
GPS,ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ､ﾏﾙ

ﾁｺﾌﾟﾀｰ 

 その他の分野：廃棄物管理・汚染対策 

特別敏感海域海域(PSSA) 地域ﾜｰ

ｸｼｮｯﾌﾟ 
A WMPC 40 

政府関係者、

NGO、地域機関
5   

国家ﾚﾍﾞﾙ油流出研修（ﾌｨｼﾞｰ） B WMPC 40 

政府関係者、

NGO、地域機関、

企業 

5   

国家海洋移入種研修 B WMPC 40 政策立案者 5  

国家ﾚﾍﾞﾙ油流出研修（ﾄﾝｶﾞ） B WMPC 40 
政府関係者、

NGO、地域機関、
5   



企業 

地域廃棄物管理研修者研修 B WMPC 34 
政府関係者、

NGO、地域機関
10   

統合的な廃棄物管理及び汚染対

策地域戦略ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 
B WMPC 30 

政府関係者、

NGO、地域機関
5   

IMO 条約研修 A WMPC 30 政府関係者 10 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

ﾜｲｶﾞﾆ､ﾊﾞｰｾﾞﾙ､ﾛｯﾃﾙﾀﾞﾑ､ｽﾄｯｸﾎﾙﾑ、

水俣条約に関する地域研修 
B WMPC 30 政府関係者 5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

ﾜｲｶﾞﾆ条約科学技術ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ委

員会会合・太平洋ﾊﾞｰｾﾞﾙ条約ｽﾃｱﾘ

ﾝｸﾞ委員会 

A WMPC 25 政府関係者 2 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

 その他の分野：生物多様性保全、生態系管理 

太平洋移入種ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ年次会

合 
B BEM 50 

政府関係者 
5 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗ 

島嶼間生物安全研修 A BEM 50 
政府関係者 

5 
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗ、GIS 

雑草対策研修 A BEM 30 
政府関係者 

5 
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗ、GIS 

除草剤に関する研修 A BEM 30 
政府関係者 

5 
ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗ、GIS 

第 10 回自然保護区に関する大洋

州会議 
B BEM 800 

政府関係者 2020 年 

1 回 

ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱ､ﾋﾞﾃﾞｵｶﾒ

ﾗ、GIS 

大洋州 CBD-COP 準備会合 B BEM 50 政府関係者 5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

大洋州自然保護ﾗｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ B BEM 100 政府関係者 3 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

国家生物多様性保全行動計画

（NBSAP）支援 
A BEM 50 

政府関係者 
5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

伝統的知識と IPLC A BEM 50 政府関係者 5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

遺伝的資源へのｱｸｾｽと利益分配

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ会議 
A BEM 50 

政府関係者 
5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

 その他の分野：IT 

ICT ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ会議 A IT 30 地域機関 4 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

IT ﾎﾟﾘｼｰ A IT 90 ﾊﾟｰﾄﾅｰ機関 3   

 SPREP 内部研修 

IT 研修 A IT 90 SPREP 職員 6 
ｻｰﾊﾞｰ、遠隔会議ｼ

ｽﾃﾑ 

ﾘﾓｰﾄｻﾎﾟｰﾄ・研修 A IT 15 SPREP 職員 10 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

財務会計ｼｽﾃﾑ A FAA 90 SPREP 職員 3   

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ財務 A FAA 40 SPREP 職員 5   

調達規則・手続き A FAA 90 SPREP 職員 3   

予算 A FAA 80 SPREP 職員 6   

旅行規則 A FAA 80 SPREP 職員 3   

会計手続き A FAA 90 SPREP 職員 3   

助成金規則研修 A FAA 40 SPREP 職員 5   

Sub-delegation policy training A FAA 40 SPREP 職員 5   

監査要件 A FAA 20 SPREP 職員 5 遠隔会議ｼｽﾃﾑ 

調達 A FAA 90 SPREP 職員 5  

職員開発研修 A CS 100 SPREP 職員 10  

職員会議 A CS 100 SPREP 職員 12  

ﾒﾃﾞｨｱｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研修 A CS 100 SPREP 職員 5  

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ管理研修 A CS 50 SPREP 職員 5  

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの書き方研修 A CS 50 SPREP 職員 5  

応急処置研修 A CS 100 SPREP 職員 2  

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ報告研修 A CS 50 SPREP 職員 5  

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ・評価研修 A CS 50 SPREP 職員 5  



報告書作成研修 A CS 30 SPREP 職員 5  

ｿｰｼｬﾙﾒﾃﾞｨｱ研修 C CS 30 SPREP 職員 2  

写真撮影法研修 C CS 20 SPREP 職員 2  

CROP 会議 A CS 35 地域機関 5  

CROP ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ会議 A CS 20 地域機関 10  

SPREP ﾄﾞﾅｰﾗｳﾝﾄﾞﾃｰﾌﾞﾙ B CS 30 ﾄﾞﾅｰ 2  

監査委員ﾐｰﾃｨﾝｸﾞ A CS 15 監査委員 5  

ﾄﾛｲｶ会議 A CS 10 ﾊﾟｰﾄﾅｰ機関 10  

三者会議 A CS 50 ﾊﾟｰﾄﾅｰ機関 5  

出典：SPREP 提供資料に基づき調査団作成 

*1: A: Confirmed, B: Committed, C: Other priorities 

*2: BEM：生物多様性生態系保全、CCD：気候変動、EMG：環境ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ、WMPC：廃棄物汚染対策、FAA：財務

管理、CS：組織管理） 

 

1-4 他ドナーの援助動向 

表 1-5 気候変動関連プロジェクト一覧 

プロジェクト名 ドナー機関 実施期間 予算額 

気候変動強靭性の戦略的プログラム実施 アジア開発銀行 2013 - 2016 米ドル 3,590,048

大洋州島嶼国住民生計の気候変動脆弱性

の緩和(FINPAC Project) 
フィンランド政府 2013 - 2015 ユーロ 3,183,950 

村落の脆弱性評価と気候変動適応プロジ

ェクト 
フィンランド政府 2012 - 2015 ユーロ 3.775,346

大洋州気候変動適応 (PACC) 
国連開発計画

UNDP-GEF 
2009 - 2015 米ドル 13,125,000 

大洋州気候変動適応 (PACC+) 
国連開発計画

UNDP-AUST. 
2012 - 2015 米ドル 7,000,000 

再生エネルギー利用による大洋州島嶼国

温 室 効 果 ガ ス 削 減 プ ロ ジ ェ ク ト 

(PIGGAREP) 

国連開発計画

UNDP-GEF 
2007 - 2015 米ドル 5,225,000 

再生エネルギー利用による大洋州島嶼国

温 室 効 果 ガ ス 削 減 プ ロ ジ ェ ク ト 

(PIGGAREP++) 

国連開発計画

UNDP-SIDS DOCK 
2014 - 2015 米ドル 3,000,000 

大洋州島嶼国気候変動適応プログラム実

施 

米国国際開発庁

(USAID) 
2011 - 2015 米ドル 1,000,000 

気象庁太平洋基金 英国気象庁 2014 - 2019 米ドル   

気候と開発支援プロジェクト 
ドイツ国際協力公社 

(GIZ) 
2014 - 2015 ユーロ 60,000  

大洋州気候変動ポータルフェーズ 2 
ドイツ国際協力公社 

(GIZ) 
2013 - 2015 ユーロ 80,000  

南西太平洋の地球海洋観測 (GOOS)とア

ルゴフロート 観測実施 

アメリカ海洋大気庁 

(NOAA) 
2013 - 2015 米ドル 120,000 

大洋州気象デスクパートナーシップ 世界気象機関（WMO） 2011 - 2015 米ドル 150,000 

太平洋地域の気象サービス強化 世界気象機関（WMO） 2015 - 2017 米ドル 575,660 

太平洋島嶼国気候変動に対する耐性強化 
欧州社会保障委員会

SPC (EU) 
2011 - 2015 ユーロ 340,000 

大洋州気候予測サービスプロジェクト 韓国政府 2014 - 2016 米ドル 492,000 

アジア大洋州適応ネットワーク 
地球環境戦略研究機関

(IGES) 
2014 - 2015 米ドル 70,000  

国際気候変動適応イニシアチブ オーストラリア政府 2011 - 2015 豪ドル 3,000,000 

気候変動プログラム基金 オーストラリア政府 2015 米ドル 605,750 

大洋州生態系に基づいた気候変動適応プ

ログラム 

ドイツ気候変動イニ

シアチブ（BMUB ICI）
2014 - 2019 米ドル 6,000,000 



観光セクターにおける再生可能エネルギ

ーの生産的利用 
太平洋島嶼フォーラム 2102-2014 米ドル 100,000 

太平洋 iCLIM オーストラリア政府 2014－2016 豪ドル 不明 

米国国際開発庁気候変動適応（ソロモン

諸島） 

米国国際開発庁 

(USAID) 
2012－2015 米ドル 不明 

気候変動による損失のギャップ分析 
ドイツ国際協力公社 

(GIZ) 
2015 ユーロ 60,000 

海洋酸性化 ニュージーランド政府 2015-2019 NZ ドル 1,848,850

太平洋 ACP 諸国水産プロジェクト 
欧州社会保障委員会 SPC 

(EU) 
2016-2021 米ドル 7,000,000

出典：SPREP 提供資料に基づき調査団作成 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

6-2 研修・多目的室の稼働率 

  



その他の資料・情報 

 

3-2-2-1 要請内容の検討 

(A）研修・多目的室 

研修・多目的室の稼働率 

研修・多目的室の稼働率は以下のとおり算出した。 

(1)研修・多目的室の構成 

研修・多目的室は、部屋を 3 等分する位置に可動間仕切りを設け、活動人数に応じた規模

設定が可能な設えとする。図 A の概略図に示す(A)～(C)のスペースの間にある可動間仕切

りを開け放つ、または閉め切ることで、30 人用、60 人用、90 人用の 3段階の規模変更が可

能な計画とする。 

(A) 

(30 人収容) 

(B) 

(30 人収容) 

(C) 

(30 人収容) 

図 A 研修・多目的室の概略図 

 

(2) 研修・多目的室での活動 

研修・多目的室では表 Aの活動が想定される。 

表 A 研修・多目的室での活動 

番号 活動 備考 

1 研修 

既存研修室では規模的に実施が不可能な参加人数
が 50 人より多い研修を行う。なお、既存施設にお
さまる規模の研修は、既存施設で実施することを想
定する。90 人より多い規模の研修については、サモ
ア国内のホテル等の利用を想定する。 

2 会議 CCD または CCD を含む SPREP 全職員を対象とした会
議 

3 外部利用の会議、研修 SPREP 以外の団体の気候変動に関する会議および研
修 
現時点では、国連環境計画（UNEP）や世界気象機関
（WMO）が研修・多目的室で会議、ワークショップ
を実施したい意向を表明している。 

4 学童を対象としたワークショップ アピア市の小中学生を対象とした環境教育 

5 TEC での研修来館者を対象とした

啓蒙活動 

各国の環境担当官をターゲットとした展示活動 

このうち、1～4は研修、会議等が行われる日時に研修・多目的室を占有する活動、5は TEC

で研修が実施される日に、研修・多目的室の空きスペースを利用して実施する活動であり、



年間 107 日1の活動日数が想定される。 

(3) 研修、会議等による研修・多目的室の稼働率 

1)研修による稼働率 

ビジネスプランに付随する将来研修計画から想定される 50～90 人規模の研修2による研

修・多目的室の稼働率は表 Bのとおりとなる。 

表 B 研修による研修・多目的室の稼働率 

参加 

人数 

研修期間 

(a) 

年間研修 

回数 (b) 

年間研修 

日数(a x b)

年間研修日

数合計 

年間稼働

可能日数3 
稼働率 

50～90 人 

1 日 

25 日 235 日 10.6%

2 日 

3 日 2 回 6 日

4日 1 回 4日

5日 3 回 15 日

2)会議による稼働率 

CCD の会議実績から将来の会議需要を算定すると表 Cとなる。将来の会議需要の算定は困

難であるものの、近年 5 年間で気候変動関連の研修が年間 695 人回と最も多かった 2012 年

から、将来計画では 2,100 人回と研修規模が 3.0 倍となっていることを勘案し、CCD が現在

実施している各規模の会議件数が少なくとも 1.5 倍に増加するものと想定する。また、CCD

を含む SPREP 全職員を対象とした全体会議の開催件数は実績値から増減ないものとする。 

なお、想定される会議体は、CCD 各チームレベル、CCD 全体のもの、SPREP 全職員を対象

としたもの、テレビ会議システムを用いてメンバー国やドナーを含めて行うものと様々で

ある。 

 

 

 

 

                                                  
1 SPREP がビジネスプランの中で今後 5 年間で計画している研修コースのうち内部研修を除く 50 人以下の

規模のものについて、ドナーによる予算措置が既になされているものについては 1.0、SPREP としては実施

を決定しているが、ドナーによる予算措置が決まっていないものについて 0.8 を掛け、これらを合計して

5で割り、1年あたりのコース数を一旦算出したのち、直近 3年間の実績から、SPREP 本部での研修実施率

の平均 43.7％を乗じることで TEC で実施される 50 人以下の研修日数を算出した。 
2 SPREP がビジネスプランの中で今後 5 年間で計画している気候変動分野研修コースのうち 50～90 人規模

のものについて、ドナーによる予算措置が既になされているものについては 1.0、SPREP としては実施を決

定しているが、ドナーによる予算措置が決まっていないものについて 0.8 を掛け、これらを合計して 5 で

割り、1年あたりのコース数を一旦算出したのち、直近 3年間の実績から、SPREP 本部での研修実施率の平

均 43.7％を乗じることで、50～90 人規模の年間研修回数を算出した。 
3 SPREP の営業日と同様に、1 年のうち、土・日・祭日、クリスマス、年末年始、イースターを除いた 235
日を年間稼働可能日数とする。 



表 C CCD の会議実績と将来計画における稼働率 

会議規模4 研修・多目的室の規模 
開催件数
2015 年5 

将 来 の
研 修 増
加倍率 

将 来 計 画
に お け る
会 議 開 催
件数 

年間稼
働可能
件数6 

稼働率

小会議 
(CCD 対象) 

10 人まで。気候変動対策管理
室の打合せスペース利用を
想定 

51 件 1.5 倍 77 件 適宜 

中会議 
(CCD 対象) 

11～30 人規模 
（研修・多目的室1/3室利用）

15 件 1.5 倍 45 件 

470 件 

4.9%

大会議 
(CCD 対象) 

31～60 人規模 
（研修・多目的室2/3室利用）

36 件 1.5 倍 54 件 11.5%

全体会議 
(SPREP 全
職員対象) 

61～90 人規模 
（研修・多目的室 1室利用）

27 件 ‐ 27 件 5.7%

3) 外部利用の会議、研修による稼働率 

ここでは、現時点で PCCC の研修・多目的室の利用を表明している UNEP と WMO のうち、

具体的な活用計画のある UNEP の活動による稼働率算定する。UNEP は、年間 2回（1回あた

り 3 日間）30 人規模で実施される地域会議、および年間 2 回（1 回あたり 3 日間）25 人‐

30 人規模の国際ワークショップを PCCC の研修・多目的室で実施することを計画している。

これら活動による稼働率は、表 Dのとおりとなる。 

表 D SPREP 以外の団体の気候変動に関する会議および研修による稼働率 

UNEP 主催の会議、ワークショップ 年間 12 日間 

稼働率 12 日 / 235 日 = 5.1% 

 

4) 学童を対象としたワークショップによる稼働率 

SPREP は、現在アピア市の小中学生を対象とした啓蒙活動を定期的に実施している。学童

を対象とした環境教育は、サモアでも重要視されており、SPREP は今後とも同様の活動を続

けて行くことを計画している。具体的には、4 半期に 1 度に 2 校（50 人／校）を招き、気

候変動に係る基本事項について学習の機会を与えるというものである。 

学童を対象としたワークショップによる稼働率は表 Eのとおりとなる。 

 

表 E 学童を対象としたワークショップによる稼働率 

学童を対象としたワークショップによる稼働日数 年間 4日 

稼働率 4 日 / 235 日=1.7% 

 

                                                  
4 現状 CCD の会議は TEC で実施されており、小会議は小研修室 1、中会議はコンピューター研修室、大会

議は大研修室で行われた会議を指す。 
5 調査データが 2015 年 5～8 月の 4 ヶ月分であった為、3 倍して 1 年間の会議数に換算した。 
6
 SPREP の現状の運用では、1 日を午前と午後の 2 つに分けて会議室予約を受け付けている。SPREP の営業

日は年間 235 日であることから、会議室の年間稼働可能件数は、235x2=470 件と算出した。 



(4)研修・多目的室の稼働率 

表 Aの 1～4で挙げた研修、会議等による研修・多目的室の稼働率を、活動に必要な部屋

規模を勘案し、図 Aにある可動間仕切りで分割される(A)～（C）のスペース毎に集計する

と表 Fのとおりとなり、年間平均で 28%の稼働率が見込まれる。 

表 F 研修、会議等による研修・多目的室の稼働率 

 (A)の稼働率
(%) 

(B)の稼働率
(%) 

(C)の稼働率
(%) 

備考 

研  修 10.6 10.6 10.6 (A)～(C)を同時利用 

会議 中会議 4.9 (C)のみ利用 

大会議 11.5 11.5 (A)と(B)同時利用 

全体会議 5.7 5.7 5.7 (A)～(C)を同時利用 

外部利用の会議、研修 5.1 (C)のみ利用 

学童を対象としたワー
クショップ 

1.7 1.7 (A)と(B)を同時利用 

合計 29.5 29.5 26.3 平均稼働率 28% 

 

これに加え、表 Aで挙げた「5. TEC での研修来館者を対象とした啓蒙活動」として、TEC

で研修が行われる年間 107 日は研修・多目的室の空きスペースを利用して展示活動を行う

計画であることから、この期間の研修・多目的室の稼働率は 100%となることを考慮すると、

研修・多目的室の年間稼働率は以下のとおり算出される。 

 

{28% x (235-107)+100% x 107}/235=61%7 

 

                                                  
7総務省が 2010 年に実施した職員研修施設に関する調査では、我が国の各府省が所管する、支所、分室等

を除く職員研修施設 41 のうち、研修施設を廃止や縮小等が必要ないと判断された 16 施設の研修室・教室

等の年間平均稼働率は 46%である。 



 

 

 

 

 

 

 

 

6-3 地質調査結果 
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6-4 敷地測量図 
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